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要     約 

1. 国の概要 

マーシャル諸島共和国（以下「マ」国という）は、1,156 の島々からなる 34 の環礁が国土と

して散在する国であり、約 181.3km2の領土を有し、排他的経済水域は約 194 万 km2にも及ぶ

海域を占める。 

「マ」国は、国内のエネルギー資源に乏しく、電力供給の 99%以上1を輸入燃料によるディー

ゼル発電に依存している。輸入燃料は、国際的な石油価格の変動を受けやすく、また輸送コ

ストが上乗せされ割高であることから、国民生活に大きな影響を与えている。また設備の故

障時や悪天候により輸送に問題が生じた際に長時間停電するなど、エネルギー安全保障上の

脆弱性を抱えている。 

こうした状況を受け 2009 年 9 月に「マ」国政府は「国家エネルギー政策及び行動計画（National 

Energy Policy and Energy Action Plan 以下「NEPEAP」という）」を策定し、2020 年までに電

力供給の 20%を再生可能エネルギーで賄うことを目標として掲げた。現在、首都マジュロを

中心に太陽光発電システムの導入が徐々に進んでいるが、目標達成のためには、同国人口の

21%を占め、未だ再生可能エネルギーの導入が進んでいないイバイ島でも推進する必要があ

る。また、イバイ島では上水供給の 8 割以上をクワジェリン環礁ユーティリティ（電気・水

道）公社（Kwajalein Atoll Joint Utility Resources 以下「KAJUR」という）が管理する海水淡

水化装置に依存しており、海水淡水化装置への電力の安定供給は、上水供給の観点からも重

要な課題となっており、ディーゼル発電以外の電力供給確保が求められている。 

また、特徴として多数の孤立した環礁と諸島から成り立つことにより、国土が広大な地域に

散らばっており、さらに人口が約 5 万人であることから国内市場が小さいうえに国際市場か

ら地理的に遠いことが挙げられる。主な産業は漁業、農業、伝統工芸、観光業である。なお、

国内ほぼ全ての主な産業が公営企業によって運営されており、エネルギー施設、海・空運、

通信、コプラ生産、漁業及び魚介類の加工等は公営企業が担う。 

「マ」国の国民総所得（Gross National Income 以下「GNI」という）は約 2.3 億米ドルであ

り、1 人当りの GNI は約 4,390 米ドル、2014 年の物価上昇率はマイナス 0.9%である。経済成

長率はマイナス 1.0%であり、対 GDP 比の産業構造は農業 19.9%、工業 11.3%、サービス業等

68.7%である2。 

                                                  
1 米国内務省島民事務局 2013 
2 世界銀行（World Development Indicator 2014) 
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2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「マ」国はエネルギー資源に乏しく、電力供給の殆どを輸入燃料によるディーゼル発電に依

存しており、エネルギー安全保障上の脆弱性を抱えており、ディーゼル発電以外の電力供給

確保が課題となっている。 

このような状況の下、JICA は開発計画調査型技術協力「エネルギー自給システム構築プロジ

ェクト」（2013-2015 年）を実施しており、その中でイバイ島に太陽光発電を導入することは

「マ」国の再生可能エネルギーの比率向上と同島の安定的な電力供給を図る上で有効と提言

されている。 

このような背景から、「マ」国政府は、「イバイ島太陽光発電システム整備計画」（以下「本プ

ロジェクト」という）が同国の掲げる NEPEAP を推進するものとして位置づけ、日本政府に

対し、本プロジェクトを無償資金協力として要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

「マ」国からの要請を受けて日本国政府は協力準備調査の実施を決定し、独立行政法人国際

協力機構（JICA）は 2016 年 7 月 7 日から 7 月 22 日まで（第一次現地調査）協力準備調査団

を「マ」国に派遣し、資源・開発省（Ministry of Resources and Development: MRD）、公共事業

省（Ministry of Public Works: MPW）、マーシャルエネルギー公社（Marshall Energy Company: 

MEC）、環境保護庁（Environmental Protection Authority: EPA）、クワジェリン環礁ユーティリ

ティ（電気・水道）公社（Kwajalein Atoll Joint Utility Resources: KAJUR）他と本プロジェクト

に関する協議を行い、要請内容の確認、サイト調査等を行った。その後、第一次現地調査に

より収集・確認した情報に基づき既存系統との連系形態や導入容量について国内解析を行っ

た。また、2016 年 8 月 29 日から 9 月 11 日まで（第二次現地調査）協力準備調査団を現地に

派遣し、本プロジェクトとして適切な規模の設備容量及び導入形態・コンポーネント案につ

いて「マ」国関係者と協議のうえ同意を得た。帰国後、調査団は概略設計を実施し、その成

果を準備調査報告書として取りまとめた。その後、2017 年 7 月 9 日から 7 月 23 日まで概略

設計概要説明調査団を現地に派遣し、計画内容、先方負担事業の説明、実施機関の確認等を

「マ」国関係機関に対して行い、基本合意を得た。 

先方と合意を得た協力対象事業及び導入される系統連系型太陽光発電システム計画の概要は

以下のとおりである。 
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協力対象事業の概要 

太陽光発電システム機材一式 

機材名 用 途 必要性 

太陽光発電 
システム 

太陽光を利用して発電した電力を

系統連系し、供給する。 
島嶼国としてエネルギー安全保障上の脆弱

性を抱えており、2020 年までに電力供給の

20%を再生可能エネルギーとする高い目標

を掲げている。 
イバイ島において本格的な再生可能エネル

ギー導入が望まれる。 

太陽光発電にかかる技術支援（ソフトコンポーネント） 

技術支援 太陽光発電システムに関する基礎

知識および保守点検、緊急時の対

応等の運営維持管理、環境啓発に

関する基準・ルールを作成し、そ

れに基づく技術指導を行う。 

KAJUR は、系統連系型太陽光発電システム

の導入経験がないため、同システムに関す

る運営・維持管理の基準・ルールがない。

そのため技術支援の実施により、安定した

太陽光発電システムの運営体制を構築す

る。 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工期は実施設計・入札 7 ヵ月、調達期間 17 ヵ月、ソフトコン

ポーネントに 2 ヵ月、重複する部分を除き合計 26 ヶ月となる。 

本プロジェクトの概算事業費は 10.16 億円（日本側 10.13 億円、「マ」国側 0.03 億円）と見積

もられる。 

5. プロジェクトの評価 

本プロジェクト実施の妥当性について、以下のとおり考察する。 

1) 「マ」国政策との整合性 

NEPEAPに掲げる2020年までに電力供給の20%を再生可能エネルギーで賄うことを目標

とする「マ」国の再生可能エネルギー導入政策と合致している。 

2) 我が国及び JICA の協力方針との整合性 

日本政府は、対マーシャル諸島共和国国別開発協力方針（2012 年 12 月）において、「脆

弱性の克服」、「環境・気候変動」を重点分野と定めており、「脆弱性の克服」においては、

経済成長基盤の強化のためのインフラ整備、「環境・気候変動」では気候変動対策への支

援を行うこととしている。また、対大洋州地域 JICA 国別分析ペーパー（2012 年 12 月）

において、「マ」国に対しては「ライフラインの維持 エネルギー」が重点分野であると

分析しており、本プロジェクトの実施はこれら方針、分析に合致している。 
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なお、本プロジェクトの実施による有効性について、以下のとおり考察する。 

1) 再生可能エネルギーによる電力供給及び CO2削減効果（定量的効果） 

プロジェクトの実施の定量的効果として、系統へ供給する電力量の増加と CO2排出量の

削減が考えられる。その指標と目標について、次の表に示す。 

効果指標と目標値 

指標名 
基準値 

（2017 年実績値） 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3 年後】 

システム電力（kW） 0 600
発電電力量（MWh/年） 0 707.3
ディーゼル燃料の削減量（kL/年） 0 170
温室効果ガスの削減量（tCO2/年） 0 441

2) 再生可能エネルギーの普及拡大（定性的効果） 

「マ」国においては、マジュロ以外での系統連系を伴う再生可能エネルギーの導入は初

のケースとなり、今後の再生可能エネルギー利用設備の導入の足がかりとなると考えら

れる。 

また、本プロジェクトにて実施するソフトコンポーネントにより、系統連系された太陽

光発電システムに関わる維持管理、トラブルシューティングの技術移転がされることに

より、再生可能エネルギーに関連する技術者の育成に貢献する。 

3) 環境啓発（定性的効果） 

本プロジェクトにて実施するソフトコンポーネントにおいて、環境啓発に関する技術移

転を行う。また、本プロジェクトでは、児童・生徒等の見学者が安全に太陽光発電シス

テムを見学できるよう配慮した設計としているため、継続的な環境啓発の場として活用

されることが期待される。 

 

以上の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1) マーシャル諸島共和国における電力状況 

マーシャル諸島共和国（以下「マ」国という）は、エネルギー資源に乏しく、電力供給

の 99%以上1を輸入燃料によるディーゼル発電に依存している。輸入燃料は、国際的な石

油価格の変動を受けやすく、また輸送コストが上乗せされ割高であることから、国民生

活に大きな影響を与えている。また設備の故障時や悪天候により輸送に問題が生じた際

に長時間停電するなど、エネルギー安全保障上の脆弱性を抱えている。 

こうした状況を受け 2009 年 9 月に「マ」国政府は「国家エネルギー政策及び行動計画

（National Energy Policy and Energy Action Plan 以下「NEPEAP」という）」を策定し、2020

年までに電力供給の 20%を再生可能エネルギーで賄うことを目標として掲げた。現在、

首都マジュロを中心に太陽光発電システムの導入が徐々に進んでいるが、目標達成のた

めには、同国人口の 21%を占め、未だ再生可能エネルギーの導入が進んでいないイバイ

島でも推進する必要がある。また、イバイ島では上水供給の 8 割以上をクワジェリン環

礁ユーティリティ（電気・水道）公社（Kwajalein Atoll Joint Utility Resources 以下「KAJUR」

という）が管理する海水淡水化装置に依存しており、海水淡水化装置への電力の安定供

給は、上水供給の観点からも重要な課題となっており、ディーゼル発電以外の電力供給

確保が求められている。 

2) エネルギー供給の現状 

a) 電力・エネルギー行政に係る省庁と機関 

「マ」国のエネルギー政策は、資源開発庁（Ministry of Resources and Development 以下

「MRD」という）が所管している。2016 年 4 月には NEPEAP を策定し、2020 年までに

20％の再生可能エネルギー導入に向けた取り組みを行っている。 

「マ」国内の電力はマーシャル・エネルギー公社（Marshall Energy Company 以下「MEC」

という）と KAJUR により供給されており、イバイ島の電力供給事業については KAJUR

により行われている。 

なお、公共事業省（Ministry of Public Works 以下「MPW」という）が、MEC、KAJUR

及びマーシャル上下水道公社（Marshall Water and Sewage Company 以下「MWSC」とい

う）の 3 つの公社を管轄している。 

                                                  
1 米国内務省島民事務局 2013 
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「マ」国の内閣組織図及び電力供給事業者の関係を図 1-1 に示す。 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 関連機関の関係図 

b) 電力供給の現状 

イバイ島の隣島のクワジェリン島には、米軍軍事施設が設けられており、イバイ島から

多くの労働者がクワジェリン島に通勤している。クワジェリン島から帰宅する夕方が電

力需要のピークとなり、2016 年現在の最大電力は 2.3MW 程度となっている。 

KAJUR には、2010 年に定格容量 1,286kW のディーゼル発電機（同型式、同定格容量）

が 4 台が導入されたが、その内 1 台は現在メンテナンス中であり、島内の電力需要に応

じて平常時は 2 台、ピーク負荷時は 3 台による運用を行っている。なお、3 台目の起動

要否については、負荷容量のみならず、運転中ユニットの冷却温度上昇の状況に応じて

も判断されており、各ユニットの実質的な最大出力は 1,050kW となっている。 
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作成：KAJUR データより JICA 調査団作成 

図 1-2 イバイ島における電力需要の日負荷曲線 

イバイ島の年間電力需要は微増する傾向が見られる。燃料消費量は、発電電力量と比例

するが、燃料費は国際価格に連動しており、原油価格動向に電力事業が大きく影響を受

ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
作成：KAJUR データより JICA 調査団作成 

図 1-3 イバイ島における年間の発電量と燃料費量 
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c) 再生可能エネルギー導入状況 

イバイ島においては、台湾からの資金により導入された独立型のソーラー街路灯以外に

再生可能エネルギーの導入実績はない。表 1-1 に「マ」国内において系統連系された再

生可能エネルギーの導入実績を示す。 

表 1-1 再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電） 

サイト 定格容（kW） 運用開始年 資金 

マーシャル諸島短期大学 
（College of the Marshall Island :CMI） 65 2009 米国 

Fisheries base 15 2011 自己資金 

マジュロ病院 209 2012 日本 

マジュロ空港近くの雨水貯水池側 600 2016 アラブ首長国連邦

出所：JICA 調査団 

1-1-2 開発計画 

「マ」国では、長期開発計画である「The Strategic Development Plan Framework 2003-2018」

が 2001 年に制定されており、本計画に基づき 3 カ年毎の「National Strategic Plan」が策

定される。現行の「National Strategic Plan」には、1. 社会発展、2. 環境、気候変動及び

レジリエンシー、3. インフラ開発、4. 持続可能な経済発展、5. ガバナンスの 5 部門に

おける計画が定められており、特に 3.インフラ開発部門では戦略分野としてエネルギー

が掲げられている。 

また、NEPEAP では、再生可能エネルギー導入目標として、2020 年までに電力供給の 20％

を再生可能エネルギーにより賄うことを掲げている。 

1-1-3 社会経済状況 

2011 年に実施された人口調査によると、イバイ島を含むクワジェリン環礁の人口は、

11,408 人と「マ」国全人口の約 2 割を占めており、近年は増加傾向が緩やかになりつつ

も 1980 年代より堅調に増加している。 

表 1-2 人口、面積、人口増加率（2011 年） 

島名/ 
環礁名 

人口 
面積 

(sq.miles)

平均人口増加率（%） 

1980 1988 1999 2011 1980- 
1988 

1988- 
1999 

1999-
2011 

「マ」国全土 30,873 43,380 50,840 53,158 70.07 4.5 1.5 0.4
クワジェリン環礁 6,624 9,311 10,902 11,408 6.33 4.2 1.5 1.5
マジュロ島 11,791 19,664 23,676 27,797 3.75 6.3 1.8 1.4

出典：RMI 2011 Census of Population & Housing 
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「マ」国の特徴として、多数の孤立した環礁と諸島から成り立つことから、国土が広大

な地域に散らばっており、また人口が約 5 万人であることから国内市場が小さいうえに

国際市場から地理的に遠いことが挙げられる。主な産業は漁業、農業、伝統工芸、観光

業である。なお、国内ほぼ全ての主な産業が公営企業によって運営されており、エネル

ギー施設、海・空運、通信、コプラ生産、漁業及び魚介類の加工等は公営企業が担う。 

「マ」国の国民総所得（Gross National Income 以下「GNI」という）は約 2.3 億米ドル

であり、1 人当りの GNI は約 4,390 米ドル、2014 年の物価上昇率はマイナス 0.9%である。

経済成長率はマイナス 1.0%であり、対 GDP 比の産業構造は農業 19.9%、工業 11.3%、サー

ビス業等 68.7%である2。2014 年のインフレ率低下については、「マ」国 Fiscal Year 2015 

Economic Review にて、世界的な原油価格の下落がその要因として言及されているなど、

国内市場が小さいことから対外的な影響を大きく受ける経済状況であることが伺える。 

また、「マ」国政府歳入の約 5 割を米国との自由連合協定に基づく財政支援が占めている

が、この財政支援は 2023 年に終了する予定であることから、財政改善や産業育成などに

よる構造改革が課題となっている。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

1-2-1 要請の背景 

先述のとおり、「マ」国はエネルギー資源に乏しく、電力供給のほとんどを輸入燃料によ

るディーゼル発電に依存しており、エネルギー安全保障上の脆弱性を抱えている。この

ような状況から、NEPEAP において 2020 年までに電力供給の 20％を再生可能エネルギー

で賄う目標を掲げているなどディーゼル発電以外の電力供給確保が課題となっている。 

このような状況の下、JICA は開発計画調査型技術協力「エネルギー自給システム構築プ

ロジェクト」（2013-2015 年）を実施しており、その中でイバイ島に太陽光発電を導入す

ることは「マ」国の再生可能エネルギーの比率向上と同島の安定的な電力供給を図る上

で有効と提言されている。同提言を受け「マ」国政府は、「イバイ島太陽光発電システム

整備計画 以下「本プロジェクト」という」が同国の掲げる NEPEAP を推進するものと

して位置づけ、日本政府に対し、本プロジェクトを無償資金協力として要請した。 

1-2-2 要請の経緯と概要 

「マ」国から 2016 年 5 月に日本政府に対して太陽光発電システムにかかる資機材の調達

と運営管理のための技術支援の供与の要請がされた。要請のあったコンポーネントは以

下のとおりである。 

 

 
                                                  
2 世界銀行（World Development Indicator 2014) 
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1) 太陽光発電システム（発電容量600kW）、制御システム、蓄電池等含む 一式 

2) コンサルティングサービス 一式 

3) ソフトコンポーネント 一式 

1-3 我が国の援助動向 

我が国から「マ」国への電力・エネルギー分野に関連する最近の主な援助（技術協力・

無償資金協力）は、表 1-3 のとおりである。 

表 1-3 我が国の技術協力・無償資金協力の実績（電力・エネルギー分野） 

協力内容 実施年 案件名 供与額 概要 

無償資金

協力 
2010年1月～ 
2012年4月 

太陽光を活用したク

リーンエネルギー導

入計画 

5.3億円 国立マジュロ病院屋上への太

陽光発電設備設置 

技術協力 2017 年 3 月～ 
2022 年 3 月 

(予定) 

太平洋地域ハイブ

リッド発電システム

導入プロジェクト 

12.2億円

(5カ国計)

「マ」国はじめ太平洋諸島4カ
国（フィジー、キリバス、ツバ

ル、ミクロネシア）を対象に、

ディーゼル発電機の適切かつ

経済的な運用維持管理及び、系

統安定化を確保するため再生

可能エネルギー発電とディー

ゼル発電とのハイブリッド発

電の実施の支援 

1-4 他ドナーの援助動向 

電力･エネルギー分野では、他ドナー国・機関により、下記のような援助が近年行われて

いる。なお、KAJUR より、世界銀行からの援助により現在使用しているディーゼル発電

機と同型発電機の供与が検討されているとの情報を得ている。 

表 1-4  他ドナーの援助動向 

実施年 機関/ドナー国 案件概要 金額

2007年～ 
2008年 台湾 リキエップ環礁、エボン環礁、アルノ環礁などを中

心にSolar Home Systemを930基設置 約300万米ドル

2009年 米国 マーシャル諸島短期大学（CMI）への屋根に65kW
の系統連系型太陽光発電施設の設置 約50万米ドル

2012年 オーストラリア 1,600個のプリペイドメーター設置 約60万米ドル

2012年 
2014年 台湾 

マジュロにて太陽光利用街灯を116基設置（2012年） 
マジュロ、イバイ島にて太陽光利用街灯をそれぞれ

57基設置（2014年） 
約50万米ドル

2016年 アラブ首長国 
連邦 

マジュロ空港近くの雨水貯水池側に600kWの系統

連系型太陽光発電施設の設置 約500万米ドル
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況

2-1 プロジェクトの実施体制

2-1-1 組織・人員

本プロジェクトの実施機関である KAJUR はイバイ島の電力及び水道事業者であり、全

従業員約 80 名のうち、電力部門には 40 名程度が従事している。 

以下に KAJUR の組織図を示す。 

 

  

 

 

 

図 2-1 KAJUR 組織図 

2-1-2 財政・予算

2-1-2-1 KAJUR の歳入・歳出状況 

本プロジェクトの実施機関である KAJUR の歳入及び歳出の状況を図 2-2 に示す。電気

料金は表 2-1 に示すように比較的高めに設定されていることもあり、電力事業の収支は

バランスが取れるが、水事業において赤字であるため、補助金を得ているとのことであ

る。

コミュニティ連絡役員
(Community Liaison Officer) 
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送配電
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(Security) 

人事
(Human 

Resource) 
購買調達
(Supply 

Procurement) 
経理

(Billing) 

資金運用部マネージャー
(Finance Operations 
Division Manager) 

プロジェクト管理部

マネージャー 
(Project Mgmt Unit 

管理補佐ジェネラルマネージャー
(Administration Asst GM)

給与会計
(Payroll & 

Accounting) 

情報技術部マネージャー
(Information Technology 

Division Manager) 

プロジェクト管理部マネジャー
(Project Mgmt Unit 
Division Manager) 
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図 2-2 KAJUR の歳入及び歳出 

2-1-2-2 電力料金 

下表に 2014 年 12 月 1 日以降の「マ」国の電力料金を示す。 

全国で一律に設定されており、比較的高額の料金設定となっている。

表 2-1 「マ」国内の電力料金 

政府系施設 0.416 米ドル/kWh 

民間施設 0.406 米ドル/kWh 

家庭用 0.346 米ドル/kWh 

2-1-3 技術水準

本プロジェクトで導入する系統連系型太陽光発電システムは、「マ」国の首都マジュロに

おいては導入実績があるものの、イバイ島においてはその実績がなく、実施機関である

KAJUR にとって系統連系型太陽光発電システムは初めての導入となる。 

KAJUR では、既存の発電設備の運転に際し、正時毎に発電電力、発電電力量、電圧、周

波数等を手書きにて記録するなど決まった作業については確実に実施していることを本

調査を通じて確認している。また、保守管理については、メーカー推奨に基づき 250 時

間毎に消耗品（潤滑油、エアフィルター類）の取り換えを行い、10,000 時間毎にディー

ゼル発電機全体のオーバーホールを発電所内のワークショップにて KAJUR 自身で行っ

ている。オーバーホール前には、期間内に整備を行うため事前に必要部品などは米国、

オーストラリア、シンガポール等から手配し、再利用品、予備品類はワークショップで

整備を行った上で倉庫に保管するなど、基本的なエンジニアリング技術水準を有してい

る。
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写真 2-1 保守用機材の保管状況 

2-1-4 既存施設・機材 

KAJUR では、1,286kW のディーゼル発電機（同型式、同定格容量）3 台により発電事業

が行われている。下表に現在利用されている 3 台のディーゼル発電機の詳細情報を示す。 

表 2-2 ディーゼル発電機の詳細情報 

項目 ディーゼル発電機

セット１ 
ディーゼル発電機

セット２ 
ディーゼル発電機

セット３ 

ディーゼル発電機 
製造メーカー Cummins Cummins Cummins

モデル KTA50G9 KTA50G9 KTA50G9
タイプ Prime Prime Prime 
定格出力（kVA） 1,608 1,608 1,608
定格出力（kW） 1286 1286 1286
定格電圧（V） 480 480 480
定格電流 1,934 2,273 2,257
回毎分 1800 1800 1800
周波数（Hz） 60 60 60
力率 0.8 0.8 0.8
交流機製造メーカー Stamford/ Newage Newage Stamford
製造年 2007 2008 2008
設置年 2012 2008 2008
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況

2-2-1 関連インフラの整備状況

本プロジェクトで導入する太陽光発電システムは KAJUR 発電所敷地内の遊休地（以前

は雨水貯留用地として利用）へ設置する予定であり、電気、水、通信設備等の関連イン

フラについては新たに導入する必要がない。

本プロジェクトの実施機関である KAJUR が管理するイバイ島内の電力系統は、2 フィー

ダーであり、発電電力は、発電所敷地内に設置された変圧器にて 480V から 13.8kV へ昇

圧したうえ、各フィーダーの架空配電線、または地中配電線により電力供給されている。

なお、KAJUR が供給している定格電圧は、3 相 3 線：480V 及び 208V、単相 3 線：277V

及び 120V、3 相 3 線：13.8kV となっている。以下にイバイ島の電力系統図を示す。 
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2-2-2 自然条件 

「マ」国の気候は海洋性熱帯気候であり年間を通じて高温多湿である。イバイ島の隣に

位置するクワジェリンの年間平均気温は約 28℃であり、年を通してほぼ一定である。 

地理的条件としては、1,156 の島々からなる 34 の環礁が国土として散在する国であり、

約 181.3km2の領土を有し、排他的経済水域（200 海里内）は約 194 万 km2にも及ぶ海域

を占める。平均標高は海抜約 2.0m のため高潮の被害を受けやすいが、台風の発達進路か

らは外れており台風による被害は少ない。 

2-2-3 環境社会配慮 

本プロジェクトで導入される太陽光発電システムは、「JICA 環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい

地域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるためカテゴリー

分類は C と判断された。 

「マ」国において、環境社会配慮については、環境保護庁（Environmental Protection Agency 

以下、EPA という）が監督官庁である。本プロジェクト内容について EPA と協議した結

果、事業実施に伴う環境への影響がないことから、環境影響評価実施の必要がないこと

を確認した。 

2-2-3-1 「マ」国の環境社会配慮制度・組織 

「マ」国において、環境社会配慮については、環境保護庁（Environmental Protection Agency）

が監督官庁である。下表に本プロジェクト実施に関連する環境関連法規制を示す。 

表 2-3 関連する環境関連法規制 

関連分野 法規制名 制定年 
環境影響評価 Environmental Impact Assessment Regulations 1994 
土木工事関連規制 Earthmoving Regulations  1989 
廃棄物関連規制 Solid Waste Regulations 1989 

Environmental Impact Assessment Regulations によると、建設工事に先駆けて事業者が EPA

に Earthmoving Application を申請する必要がある（手続料は工事費の 1%若しくは上限

5,000 米ドル）。当手続きについては、KAJUR が行う予定である。下図に「マ」国での事

業実施時に行われる環境配慮審査のフローを示す。 
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図 2-4 環境配慮審査のフロー 

2-2-3-2 代替案（ゼロオプションを含む）の比較検討 

本プロジェクトにおいて導入する太陽光発電システムの予定地は、KAJUR が所有する元

雨水貯留用地である。現在、イバイ島内の水供給は、海水淡水化装置による造水が利用

されており、雨水貯留が不要となっている。このため、KAJUR 側では、現在遊休地となっ

ている元雨水貯留用地に、太陽光発電システム導入を導入し、電力の安定供給と燃料消

費削減することを希望している。なお、イバイ島内には同水準・仕様の太陽光発電シス

テムを敷設可能な代替サイトが存在しないため、サイトの代替案は考えにくい。

また、太陽光発電以外の再生可能エネルギーとして「マ」国では一般的に地上高 25m 以

上の年間平均風速が約 7.5m/s 以上であることから、風力発電に関する賦存量が確保でき

る可能性が考えられる。しかしながら、イバイ島は、人口が密集していることから低周

波音問題の発生が懸念されることなどから、その導入は難しいと考えられる。

なお、ゼロオプションを選択した場合は、KAJUR が現在保有するディーゼル発電機を継

続利用することとなり、エネルギーセキュリティ上電力の安定供給に影響が生じると予

想される。また、「マ」国が NEPEAP に掲げる再生可能エネルギー20％導入の目標達成

が遅れることにもなることから、既存のディーゼル発電機を継続利用するゼロオプショ

ンの選択は考えられにくい。

Earthmoving Application 
（商・工業

農村、非居住区）

EPA より 
30 日以内に回答

環境影響評価の

実施が必要

環境影響評価の

実施が不要

承認及び遵守

環境管理計画の

提出

条件リスト

予備

環境影響評価

もしくは

EPA からの 
委託条件書

承認及び遵守

Earthmoving Application 
（居住区）

EPA より 
7 日以内に回答 

環境影響評価の

実施

環境管理計画の

提出
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2-2-3-3 スコーピング 

本プロジェクト実施において重要かつ標準的な環境・社会に関する評価項目に基づき、

スコーピングを実施した。下表に、A から D の 4 段階で評価した評価項目毎の影響有無

とその評価理由を示す。 

表 2-4 本プロジェクト実施にかかるスコーピング結果 

 
分類 

環境社会 
配慮の項目 

影響評価  
評価事由 建設

段階 
運用管
理段階

環境質、
環境汚染 

大気質 B- D 建設段階：工事作業や工事車両通行等に伴う塵埃や一定程度の排気
ガスの発生が想定される。 
運用段階：運用段階における大気汚染は生じない。 

水質 B- D 建設段階：土木工事過程において、海水汚染の発生が想定される。
運用段階：運用段階における水質汚染は生じない。 

廃棄物 B- B- 建設段階：工事作業や工事車両通行等に伴う建設廃材や廃タイヤの
発生が想定される。 
運用段階：蓄電池の耐用寿命経過後における適切な廃棄処理が課題
となる。 

土壌汚染 D B- 建設段階：工事段階における土壌汚染は発生しない。 
運用段階：蓄電池の耐用寿命経過後における適切な廃棄処理が課題
となる。 

騒音・振動 B- D 建設段階：工事作業や工事車両通行等に伴う騒音発生が想定される。
運用段階：運用段階における騒音・振動は発生しない。 

地盤沈下 D D 本プロジェクトでは地盤沈下は発生しない。 
悪臭 D D 本プロジェクトでは悪臭は発生しない。 

自然環境 保護区 D D 対象地は保護区に該当しない。 
生態系及び
生物相 

D B- 建設段階：生態系に影響はほとんどないと考えられる。 
運用段階：蓄電池の耐用寿命経過後における適切な廃棄処理が課題
となる。 

水象 D D 水象へ影響を及ぼすような作業等は想定されない。 
地形・地質 D D 雨水貯水槽跡地への設備建設であり、地形・地質への影響はほとん

ど生じない。 
社会環境 住民移転 D D 本プロジェクトでは住民移転は発生しない。 

生活・生計 D D 本プロジェクトによる地域住民の生活・生計への影響は生じないと
考えられる。 

文化遺産 D D 対象地一帯には文化遺産は存在しない。 
景観 D D 元雨水貯留用地（現在は撤去予定のアンテナや重機、コンテナ置き

場となっている）への導入であり、景観への影響はほとんどないと
考えられる。 

少数民族、先
住民族 

D D 対象地一帯には少数民族は存在しない。 

労働環境 B- B- 建設段階：建設作業員の労働環境に配慮する必要がある。 
運用段階：設備の運用・保守に係る従業員の労働環境に配慮する必
要がある。 

その他 事故 B- B- 建設段階：工事中の事故に対する配慮が必要である。 
運用段階：設備の運用・保守に係る従業員の感電等事故発生予防に
配慮する必要がある。 

越境の影響
及び気候変
動 

B- D 
 

建設段階：本プロジェクトでは越境汚染物質は生じないが、建設重
機の稼働によるディーゼル消費による CO2排出が想定される。 
運用段階：太陽光発電のため、越境汚染物質は生じず、CO2も発生
しない。 

凡例： 
A+/- ： Significant positive/ negative impact is expected. 
B+/- ： Positive/ negative impact is expected to some extent. 
C+/- ： Extent of positive/ negative impact is unknown.(A further examination is needed, and the impact could be clarified 

as the study progresses) 
D ：  No impact is expected. 



2-9 

上記スコーピング結果に示した通り、本プロジェクト実施により最も負の影響を及ぼす

のは、建設・据付段階であり、これらの影響は受注者による適切な建設・据付作業実施

により管理が可能である。また、住民移転が想定されていないことから、顕著な社会的

問題は生じないと考えられる。 
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2-2-3-4 環境社会配慮調査結果 

スコーピングに示す項目について現地調査を行った結果を下表に示す。 

表 2-5 比較評価結果 

 
項目 

スコーピング
に基づく評価 

調査結果に基
づく評価 

 
評価事由 

建設 運用 建設 運用

環境質、環境汚染 
1 大気質 B- D D  D 建設段階：現地調査の結果、荷揚げ港からプロジェ

クトサイトまでが近接しており、資材運搬にかかる
大気汚染悪化への寄与度は小さくほとんど問題にな
らないと考えられるため、影響評価を D とした。 

2 水質 B- D B- D 建設段階：現地調査の結果、土木工事に必要なコン
クリートは小型のバッチャープラントを用いること
が一般的であることから、水質汚濁に必要な措置を
取る必要があり、影響評価を維持した。 

3 廃棄物 B- B- D  B- 建設段階：現地調査の結果、イバイ島内に建設廃材
を適切に廃棄するサイトが確認されたことから、ほ
とんど問題にならないと考えられるため、影響評価
を D とした。 
運用段階：本プロジェクト実施による蓄電池が単純
投棄されることによる、環境社会影響リスク緩和の
ため、適切な措置を取る 

4 土壌汚染 D D D D  
5 騒音・振動 B- D D D 建設段階：現地調査の結果、荷揚げ港からプロジェ

クトサイトまでが近接しており、資材運搬にかかる
騒音・振動の影響はほとんどないと考えられるため
影響評価を D とした。 

6 地盤沈下 D D D D - 
7 悪臭 D D D D - 
自然環境 
8 保護区 D D D D - 
9 生態系及び生物相 D D D D - 
10 水象 D D D D - 
11 地形・地質 D D D D - 
社会環境 
12 住民移転 D D D D - 
13 生活・生計 D D D D - 
14 文化遺産 D D D D - 
15 景観 D D D D - 
16 少数民族、先住民族 D D D D - 
その他 
17 労働環境 B- B- B- B- 労働環境・労働安全確保のため、必要な措置を取る

必要があることから、影響評価を維持した。 
18 事故 B- B- B- B- 適切な事故防止策を取り、労働安全を確保する必要

があることから、影響評価を維持した。 
19 越境の影響及び気

候変動 
C- D 

 
D D 

 
建設段階：現地調査の結果、建設重機によるディー
ゼル消費量はごく微量であることから、影響評価を
D とした。 

凡例： 
A+/- ： Significant positive/ negative impact is expected. 
B+/- ： Positive/ negative impact is expected to some extent. 
C+/- ： Extent of positive/ negative impact is unknown.(A further examination is needed, and the impact could be clarified 

as the study progresses) 
D ： No impact is expected. 
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なお、「マ」国では、太平洋地域における諸国間の共同による国際環境機関 Secretariat of the 

Pacific Regional Environment Program と EU の支援により、鉛蓄電池の回収が行われてい

る。回収は、MPW が管轄する Majuro Atoll Waste Company と呼ばれる廃品回収公社によ

り鉛蓄電池 1kg あたり 0.35 米ドルで行われている。 

MEC のジェネラルマネージャーである Jack Chong Gum 氏によると、現在のところリチ

ウムイオン電池の回収は実施されていないが、今後の普及に伴い鉛蓄電池に加えてリチ

ウムイオン電池についても回収する必要があり、その際は MEC が主体的に回収をするこ

とになると考えているとのことである。

写真 2-2 マジュロ最終処分場に設置された

E-waste Workshop

写真 2-3 バッテリーの回収・保管の様子 

2-2-3-5 影響評価 

本プロジェクト実施にかかる建設及び運用によりもたらされる環境社会への影響は、緩

和策及びモニタリング手法等の環境マネジメントにより対処可能な範疇にあると評価で

きる。



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 プロジェクトの内容 
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第3章 プロジェクトの内容

3-1 プロジェクトの概要

本プロジェクトでは、イバイ島に太陽光発電設備及び制御装置等を整備することにより、

再生可能エネルギーの導入促進を通じた電力の安定供給と燃料消費削減を図り、もって

「マ」国の再生可能エネルギー導入目標の達成、持続的な経済成長および気候変動対策

に寄与することを目標とする。

本プロジェクトによる上記目標を達成するために、太陽光発電システムの機材整備を行

うとともに、運営維持管理のための技術支援を行う。

表 3-1 本プロジェクトによる支援計画 

太陽光発電システム機材一式

機材名 用 途 必要性

太陽光発電

システム

太陽光を利用して発電した電力

を系統連系し、供給する。

島嶼国としてエネルギー安全保障上の脆弱

性を抱えており、2020 年までに電力供給の

20%を再生可能エネルギーとする高い目標を

掲げている。

イバイ島において本格的な再生可能エネル

ギー導入が望まれる。

太陽光発電にかかる技術支援（ソフトコンポーネント）

技術支援 太陽光発電システムに関する基

礎知識および保守点検、緊急時の

対応等の運営維持管理、環境啓発

に関する基準・ルールを作成し、

それに基づく技術指導を行う。

KAJUR は、系統連系型太陽光発電システム

の導入経験がないため、同システムに関する

運営・維持管理の基準・ルールがない。その

ため技術支援の実施により、安定した太陽光

発電システムの運営体制を構築する。

3-2 協力対象事業の概略設計

3-2-1 設計方針

3-2-1-1  基本方針 

1) 協力対象範囲

太陽光発電システム構成については KAJUR と協議し、太陽光の短周期の変動を蓄電池

で抑制することによって、既存のディーゼル発電機の運転に影響を与えない運用が可能

となるシステムを構築することとした。

本プロジェクトにて導入する太陽光発電システムは、既存の系統及びディーゼル発電施

設と連系し、1) PV システム 2) 蓄電池システム 3) エネルギーマネジメントシステム

（EMS） 4) 系統連系設備を新たに設置し、下図に示すような太陽光発電システムを構

築する。
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図 3-1 太陽光発電システムの概要 

2) 設置場所 

イバイ島南端の KAJUR 発電所敷地内の遊休地（以前は雨水貯留用地として利用）へ太

陽光発電システムを設置する。現地調査の結果、設置場所は高潮対策を講じる必要性が

確認された。アメリカ海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric Administration 以下、

「NOAA」という）によると、過去 30 年間の高潮の最大の高さは 1988 年 9 月 1 日に 4.71m

と記録されている。また、同じく NOAA による今後の高潮の最大予測では、50 年間で

5.41m、100 年間で 6.55m と予測されている。 

そのため、本プロジェクトでは、高潮対策として、50 年間の最大予想を上回る海抜 5.5m

の架構体を設置し、その上に太陽光発電システムを導入する計画とした。また、最も波

打ち際となる東面と南東面の一部は、防潮堤を兼ねた手すり壁（パラペット）として 1.3m

立ち上げることで、100 年予想を上回る海抜 6.8m を確保する。 

3) 設計の基本方針 

本プロジェクトの設計は、以下の基本指針に基づくこととした。 

a) 太陽光発電システム構成の基本方針 

太陽光発電システムの構成は、機器故障リスクのバランス及び機器故障時の冗長性確保、

母線分割の考え方、太陽光発電設備単独での運転許容出力等を考慮し複数ユニット×2

母線の構成とした。 

 
 

系統連系設備 

（母線/遮断機等） 
EMS

PV システム 

PV PCS

蓄電池システム 

蓄電池 PCS

 P 72

連系

１）PV システム  ２）蓄電池システム 

３）EMS  ４）系統連系設備 
【「マ」国側既存設備】

日本国側での導入負担事項 既存系統及びディーゼル発電施設 

昇圧

既存の系統 

既存のディーゼル発電機 
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図 3-2 太陽光発電システムの構成 

 

b) 架構体設置の基本方針 

先述のとおり、本プロジェクトでは太陽光発電システムの設置場所の特性から、架構体

を設置し、その上に太陽光発電システムを導入する。以下に架構体設置に関する基本方

針を示す。 

①  架構体上部に太陽光電池モジュールを設置し、架構体下部は採光・通風・換気に配

慮しフリースペースとしての利用もできるようにする。 

② 適切な排水が行えるようにする。 

③ 児童・生徒等を含む外来者が安全に太陽光発電システムを見学できるように考慮す

る。 

④ 同敷地内の KAJUR 施設との調和を考慮する。 

⑤ ユニバーサルデザインとして架構体上部へのアクセスに斜路を設ける。 

⑥ ジェンダーに配慮したトイレを設置する。 

⑦ セキュリティ確保やメンテナンスのしやすさに配慮する。 
 

GGGG

PCS PCSPCS PCSPCS PCSPCS PCS

KAJUR

PV SYSTEM BATTERY SYSTEMPV SYSTEM BATTERY SYSTEM

480V Gen BUS

Dist. Feeder1 Dist. Feeder2

Transformer
480/13800
3000kVA

Transformer
480/13800
3000kVA

480V Gen BUS

13.8kV Trans. BUS

13.8kV Distribution BUS

Tie-CB

PV2-CBPV1-CB

JICA

既存のディーゼル発電機 

PV 用・蓄電池用 PCS 
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3-2-1-2  自然条件に対する方針 

1) 気温・降水量 

「マ」国の気候は海洋性熱帯気候であり年間を通じて高温多湿である。イバイ島直近と

なるクワジェリン島での気象条件を表 3-2 に示す。イバイ島の 2000 年から 2012 年まで

の平均降水量を表 3-3に示す。年間降水量は 3,338mmで、日本の年間平均降水量 1,718mm

と比べて多い。この多量の降雨により、太陽光パネルに付着する砂塵や塩害に対して自

然浄化が期待できる。 

 表 3-2 クワジェリン島の気象条件（2015 年） 

月／項目 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12月 平均

平均日最高気温（℃） 30.2 30.3 30.1 30.6 30.5 31.1 30.8 30.4 30.5 30.3 30.8 NA 30.5

平均日最低気温（℃） 26.0 25.8 25.3 25.3 25.7 26.4 25.8 26.0 26.2 25.3 26.0 NA 25.8

平均気温（℃） 28.1 28.1 27.7 28.0 28.1 28.8 28.3 28.2 28.4 27.8 28.5 NA 28.2

出典：National Oceanic and Atmospheric Administration 
 

表 3-3 イバイ島の 2000 年から 2012 年までの平均降水量 

月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 平均

平均降水量 
（mm） 219.4 184.1 185.1 270.4 279.3 270.8 285.6 307.7 318.1 362.2 357.1 298.8 278.2

出典：World Weather Online 

2) 波浪 

NOAA の観測記録によると、過去 30 年間の高波の最大の高さは、4.71m（1988 年 9 月 1

日）を記録している。また、今後の高潮の最大予測では、50 年間で 5.41m、100 年間で

6.55m と予測される。なお、通常の波の高さは 1m 程度であり、年に 1～2 回程度、最大

1.8m 程度の高波が見込まれる。 

3) 風況 

NOAA の観測記録によると過去 30 年間の最大瞬間風速は 36.6m/s である。なお、年間を

通して、おおむね東からの風が吹いている。 

表 3-4 月別の最大風速（過去 30 年データ） 

月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

平均風速（m/s） 7.9 7.7 7.5 7.1 6.7 6.3 5.2 4.4 4.0 4.3 5.7 7.5
最大瞬間風速（m/s） 29.5 21.5 19.6 21.0 22.8 30.8 20.5 29.9 21.4 23.7 36.6 28.6

風向 東 東 東 東 東 北東 南東 東 東 北東 北東 東 
年 1988 1997 1999 2002 2003 2002 1988 2000 1995 1985 1991 2000

出典：National Oceanic and Atmospheric Administration 
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4) 日射

日本の日平均日射量 3.84kWh/m²に比べて日射量が多く、年間を通じて安定的な日射量が

見込まれる。

表 3-5 日射量データ（1983 年 7 月から 2005 年 6 月までの月平均値） 

月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 平均

日平均日射量

(kWh/m2) 
5.45 6.10 6.39 6.26 6.02 5.70 5.68 5.72 5.62 5.25 4.92 5.01 5.68

出典：NASA Surface meteorology and Solar energy 

5) 落雷

NOAA へのヒアリングによるとイバイ島における落雷の可能性は考えられにくいとのこ

とであるが、イバイ島内に高い建物等がないことから、雷による被害を受けないよう架

構体上部の建屋屋上に避雷針を設置する計画とする。

6) 塩害

本プロジェクトの対象サイトは海岸沿いにあることから、塩害対策が重要となる。下記

のとおり、既存施設の塩害状況を調査し、塩害対策の参考とした。

a) マジュロ病院屋根

無償資金協力「太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画」により 2012 年にマジュ

ロ病院の屋根に 209kW の太陽光パネルが設置されている。ボルトへのカバーや亜鉛メッ

キ塗装による塩害対策がされている架台はあまり錆が見られない状態が保たれているが、

設置から 5 年程度経過しており、ジャンクションボックス等の一部で腐食が確認された。 

JICA マーシャル支所からのメンテナンスに関する働きかけもあり、「マ」国側により、

防錆塗料の塗布のメンテナンスが継続的に行われている。

写真 3-1 ジャンクションボックス 写真 3-2 架台ボルト部分 

内部はきれいに
保たれている

下部、水が溜まりや
すい箇所で腐食が
確認された

一部で錆がで
ているボルト
が見られた
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 写真 3-3 架台部分ボルトへのカバー 写真 3-4 防錆塗装の塗布 

 

b) イバイ島 アンテナタワー（移設予定） 

イバイ島にある携帯電話用のアンテナタワーは、設置から 12 年程度経過しているが、塩

害による腐食が目立ち、現在建て替えが計画されている。イバイ島は塩害対策が重要な

地域であることが確認できる。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 写真 3-5 アンテナタワー自体の腐食 写真 3-6 アンテナタワー土台部分の腐食 

 

c) マジュロ空港側太陽光発電施設 （異種金属接触腐食） 

2016 年 5 月にマジュロ空港近くの雨水貯水池側にアラブ首長国連邦政府の支援による

600kW の系統連系型太陽光発電施設が設置されている。2016 年 9 月の調査で、ジャンク

ションボックスのドアノブと本体部分にて腐食が確認された。これは、異種金属接触腐

食によるものと推測される。 

ボルトカバーが付
けられている 

亜鉛めっきの防錆塗
装を塗布する対策が
継続してされている
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 写真 3-7 貯水池側の太陽光発電施設 写真 3-8 アラブ首長国連邦ファンド 

 

 
 
 
 
 
 
 

 写真 3-9 設置業者による現地説明 写真 3-10 異種金属接触腐食の様子 

 

3-2-1-3  社会経済条件に対する方針 

本プロジェクトにおいては、既存ディーゼル発電機との適切な運用による発電コストの

低減及び系統安定化に配慮し、計画、設計する。 

3-2-1-4  調達機器や材料に関する技術指針、基準、規格 

本プロジェクトの設計・施工に当たっては、下記の法令・規格に基づくものとする。ま

た、電力系統への連系について「マ」国における規制等がないことから、日本の「電力

品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（H16.10.1）」（資源エネルギー庁）によ

るものとする。 

①  労働基準法 

②  労働安全衛生法 

③  電気事業法 

④  電気設備技術基準 

⑤  建築基準法 

⑥  日本工業規格（JIS） 

⑦  日本電気工業会標準規格（JEM） 

⑧  日本電気規格調査会標準規格（JEC） 

⑨  日本電線工業会規格（JCS） 

⑩  系統連係規定 JEAG9701-2016  

⑪  その他太陽光発電設備に関する国際規格 

貯水池側に太陽
光パネルが設置
されている 
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IEC61215 : Crystalline silicon terrestrial photovoltaic (PV) modules-Design  

qualification and type approval 

IEC61646 : Thin film PV modules-Design qualification and type approval 

IEC61730-1 : PV module safety qualification and type approval Part 1: Requirements  

for construction 

IEC61730-2 : PV module safety qualification Part 2: Requirements for testing 

3-2-1-5  現地業者の活用に係る方針 

「マ」国においては、太陽光発電システムの設置例は少ないことから、元請けとなる日

本企業が据付工事全体を取りまとめ、熟練技術者により現地据付業者を訓練･指導するこ

とが求められる。このため、太陽光発電システムの設置については、実績のある技術者

指導の下、現地業者の活用を図る計画とする。なお、現地業者により実施可能な部分に

ついては現地業者を活用する計画とする。 

3-2-1-6  運営・維持管理に対する対応方針 

1) 運転状況 

KAJUR が所有するディーゼル発電機の定格出力は 1,286kW であるものの、冷却水温度

の制限値に到達するため 1,050kW/台を実質的な上限値としている。 

このため、イバイ島の総需要が 2,100kW 付近となると KAJUR のオペレーターが手動操

作にて 3 台目の起動・停止操作をしている。また、3 台目をいったん起動すると低負荷

帯とならない限り極力停止しない運用となっており、低効率運転時間が長く続く状況と

なっている。 

2) 本プロジェクト対応方針 

本プロジェクトで計画している太陽光発電システムの導入にあたり、KAJUR では 15 名

程度からなる運営・維持管理体制を構築し、運営・維持管理を行う予定である。 

太陽光発電システムは KAJUR にとって初めて導入するシステムであることから知見を

有していないため、新たに導入するシステム、機器の運用・保守にあたって求められる

技術と技能の習得のための訓練を十分に行う必要がある。その方法は、機器を据え付け

たメーカーによる初期操作指導及びコンサルタントによるソフトコンポーネントとする。 

3-2-1-7  工法／調達方法に係る方針 

架構体のうち、コンクリート基礎・柱梁躯体は現場打ちとする。架構体の構造は現地で

通常行われている鉄筋コンクリート造を基本として採用する。 

太陽光発電システムの機材は「マ」国内では製造されていないため、「マ」国外から輸入

する必要があり、これらは全て日本から調達する。 
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3-2-2 基本計画 

3-2-2-1  太陽光発電システム機材計画 

本プロジェクトにおける太陽光発電システムは、既存の系統設備及びディーゼル発電設

備と連系し、1) PV システム、2) 蓄電池システム、3) EMS、4) 系統連系設備により構築

する。 

1)  PV システム 

a) PV モジュール 

PV モジュールは、KAJUR 発電所敷地内の遊休地約 6,000m2 に設置する。当該用地に PV

モジュールを敷き詰めると 600kW 程度の出力容量が期待できる。なお、現在、イバイ島

における日中の電力需要のピークは 2.3MW 程度であり、既存のディーゼル発電機との協

調運転に支障なく電力供給を行うことが可能と考えられる。 

600kW の PV モジュールから期待できる年間発電電力量は約 707MWh である。PV モ

ジュールからの電力量をディーゼル使用電力削減量とした場合、年間約 441t-CO2の二酸

化炭素排出量の削減が見込める。（算出式は、下表参照） 

表 3-6 PV モジュール発電電力量及び CO2削減見込み 

項目 値 単位 備考 

システム容量 600 kW KAJUR 遊休地への設置 
日平均日射量 5.53 kWh/m2/日 IRENA 「The Republic of Marshall Islands 

Renewables Readiness Assessment(2015)」 
年間発電電力量 
（発電端） 

884.1 MWh/年 （システム容量）×（日射量）×（システム効率 0.73） 
×365 日 

年間発電電力量 
（送電端） 

707.3 MWh/年 発電端電力量から所内ロス 20%（パワーコンディショ

ナー等による損失 暫定値）を引いたもの 
KAJUR の発電用ディー

ゼル燃料消費原単位 
4.14 kWh/L KAJUR データ 

ディーゼル排出係数 2.58 kg-CO2/L 我が国の特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガ

スの排出量の算定に関する省令 
CO2 削減見込量 441 t-CO2 (年間発電電力量（送電端））÷（発電用燃料消費原

単位）×（ディーゼル排出係数） 
出所：JICA 調査団 

PV モジュールの発電効率は 150W/m2以上（温度 25℃、日射量 1,000W/m2）とする。な

お、メーカー出力保証は 10 年（定格最低出力 90％以上）及び 20 年（定格最低出力 80％

以上）とする。環境条件は温度 0℃～+50℃、湿度 10～99% RH として設定した。 

① 架台 

PV モジュールを架構体に設置させるための架台であり、発電効率を確保し、雨水に

よる汚濁除去効果を目的として、架台にて 8 度傾斜させるためにも必要となる。材
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質は防錆を目的として溶融亜鉛メッキ処理を施したもの、もしくはコンクリート製

等の相当品とする。

② パワーコンディショナー

パワーコンディショナーは、下記の全自動運転を行うものとする。

a. PV モジュールの動作特性を監視し、規定した出力に達すると自動的に起動する。 

b. PV モジュールの動作特性を監視し、規定した出力以下になると自動的に運転を

停止する。

c. 太陽光発電システムによる負荷への電力供給は、原則として昼間のみを対象と

する。昼間に日照不足により給電不能となる場合は自動的に運転を停止させる。 

d. PV モジュール出力監視による発電装置自動停止後の復帰は時限を持って行い、

不要な高頻度の発停を避ける。

e. 交流系統に事故が生じた場合やパワーコンディショナー故障時は、速やかに系

統連系との連系出力を解列し確実に停止する。

f. 系統の事故の場合は、系統の復帰を確認後、自動的に再投入して運転を再開す

る。

③ 接続箱

PV モジュールで発生した直流電力を接続箱に集めたうえ、集電箱に接続する。素材

は、ステンレス＋防錆塗装処理相当とする。

④ 集電箱

前述の接続箱で集めた直流電力を集約し、パワーコンディショナーに接続する。同

じく素材はステンレス＋防錆塗装処理相当とする。

⑤ 配線ケーブル類

各接続箱で集めた直流電流を集約し、パワーコンディショナーへの接続を行う。

2) 蓄電池システム

PV システムの短周期対応を目的として導入する。また、PV システムからの供給が定格

出力 600kW から急変しても安定的に系統運用が維持できるように蓄電池の総出力とし

て PV システムと同等の出力である 600kW を選定する。

また、PV システムからの電力供給をディーゼル発電機による供給に切り替える際に要す

る時間（スタンバイからディーゼル発電機起動完了までの時間：30 分）を確保するため

の電池容量を有するものとし、冗長性を確保するため複数ユニット×2 系列の構成とす

る。

3) EMS（Energy Management System)

EMS は、計算機、HMI（Human Machine Interface）、ネットワーク機器、出力機器、ソフ

トウェア、配線ケーブル類、外部通信機器より構成し、以下の機能を有するものとする。
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① 蓄電池制御機能：蓄電池システムへ充放電指令を出力する。

（ディーゼル発電機の制御機能は有しない）

② 情報入力および監視機能：ディーゼル発電機の状態、蓄電池の状態、電力需要、ディー

ゼル発電機発電量、PV 発電量、蓄電池充放電量、蓄電池充電率（State of Charge :SOC）、

系統周波数、系統電圧、系統状態を取り込み監視する。

③ 表示・出力機能：上記各機能における情報を適切なフォーマット（表、リスト、グ

ラフ、グラフィックなど）でディスプレイまたはプリンターへ出力する。

④ 記録機能：情報入力されたデータを蓄積する。

4) 系統連系設備

PV システムと蓄電池システムが接続される設備であり、既存の昇圧変圧器に接続される

系統連系までを対象とする。系統連系設備母線、系統連系遮断器、系統連系設備遮断器、

断路器、計測機器、保護継電器、保護継電器盤、配線ケーブル類から構成される。

PV システム及び蓄電池システムを連系する系統連系設備母線は分割し、それぞれ同容量

の設備を接続することとし、各設備が単独で接続切り離しができるように遮断器を設置

する。分割された母線は、既存の発電機母線へ接続するものとし、それぞれに遮断器及

び断路器を設置する。分割されている母線はお互いが接続可能となるよう遮断器を設置

する。

3-2-2-2  調達機材 

太陽光発電システムの調達機材を以下に示す。

表 3-7 調達機材 

機材

番号 

構成 
機材 
番号 

機 材 名 数 量 備 考

1 PV システム一式

 1-1 太陽光発電モジュール 1 式 600 kW 以上 

 1-2 太陽光発電モジュール架台 1 式 
溶融亜鉛メッ

キ処理相当

 1-3 PV 用パワーコンディショナー 1 式 
600 kW 以上、

4 分割以上 
 1-4 接続箱 1 式 -
 1-5 集電箱 1 式 -
 1-6 PV 用配線ケーブル類 1 式 -
 1-7 PV 用データ計測記録装置 1 式 -
2 気象観測装置（日射計） 1 台

3 気象観測装置（気温計） 1 台

4 気象観測装置（風速計・風向計） 1 台

5 気象観測装置（雨量計） 1 台
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機材

番号 

構成 
機材 
番号 

機 材 名 数 量 備 考

6 気象観測装置（湿度計） 1 台

7 蓄電池システム一式

 7-1 蓄電池セル 2 式 600kW-30 分以

上×2 式  7-2 蓄電池制御盤 1 式 
 7-3 蓄電池用パワーコンディショナー 1 式 2 組×2 式 
 7-4 受電盤 1 式 -
 7-5 蓄電池用配線ケーブル類 1 式 -
 7-6 蓄電池用データ計測記録装置 1 式 -
 7-7 蓄電池盤 1 式 -
 7-8 直流集電盤 1 式 -
8 エネルギーマネージメントシステム（EMS）一式

 8-1 計算機 1 式 -
 8-2 HMI 1 式 -
 8-3 ネットワーク機器 1 式 -
 8-4 出力機器 1 式 -
 8-5 EMS ソフトウェア 1 式 -
 8-6 EMS 用配線ケーブル類 1 式 -
 8-7 外部通信設備類 1 式 -
9 系統連系設備一式

 9-1 系統連系設備母線 1 式 -
 9-2 系統連系遮断器 1 式 -
 9-3 系統連系設備遮断器 1 式 -
 9-4 断路器 1 式 -
 9-5 計測機器 1 式 -
 9-6 保護継電器 1 式 -
 9-7 保護継電器盤 1 式 -
 9-8 系統連系設備用配線ケーブル類 1 式 -

10 サーモグラフカメラ 1 台 -
11 太陽光発電システム総合試験器 1 台 -
12 絶縁抵抗測定器 1 台 -
13 デジタルテスター 1 台 -
14 デジタルクランプメータ 1 台 -
15 クランプセンサ 1 台 -
16 低圧検電器 1 台 -
17 工具類 1 式 -

なお、太陽光発電システムのうち下表に示す現地で入手が困難な交換部品についても本

プロジェクトにて調達する。また、消耗品については計上しない。
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表 3-8 交換部品 

機 材 名 数 量 備   考 

1 PV モジュール 25 枚 - 

2 PV 用パワーコンディショナー 1 式 - 
 

3-2-2-3  設備計画 

本プロジェクトでは、先述のとおり高潮対策として架構体を建設し、上部に太陽光発電

システムを設置する。架構体上部には建屋を設け、パワーコンディショナー、蓄電池、

PV 用及び蓄電池用データ計測記録装置等を収容する。また、児童・生徒等の見学者が安

全に太陽光発電システムを見学できるよう配慮した設計とする。 

1) 電気設備 

太陽光発電システムからの電力を系統に連系するための設備を建屋電気室内に設置し、

建屋の設備で使用する低圧電力を配電する。電気設備は以下のとおりである。 

①  幹線設備 
②  動力設備 
③  避雷・接地設備 
④  電灯・コンセント設備 
⑤  弱電設備（LAN、自動火災報知設備） 

なお、LAN は、LAN 電線管、LAN アウトレット、LAN アウトレットボックスを設置し、

LAN 配線工事は機材の設置と合わせて実施する。 

2) 給排水衛生設備 

外来者及び KAJUR 職員のためのトイレと洗い場を設ける。このため給水は既存給水管

より建屋屋上に設置する高架水槽に貯水したのち施設内に給水する。汚水排水は敷地北

側公道内の公共下水道本管に放流する。 

雨水排水のため架構体上部にルーフドレーン及び縦樋を設ける。計画敷地は雨水の集水

貯留施設であったことから、周囲地盤より約 1m 程度低くなっており、降雨時に架構体

の下部に雨水がたまる。このため架構体下部に排水溝を設け、雨水貯留ピットへ効率的

にかつ衛生的に導水したのち、排水用ポンプ及び排水管により敷地東側の海域に排出す

る。 

3) 空調設備 

パワーコンディショナー室、バッテリー室、電気室、コントロールルームの機材動作環

境を維持するためにエアコンを設置する。また、トイレ、倉庫には機械式換気設備を設

ける。 
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4) 架構体諸元 

架構体の諸元及び太陽光発電システム全体俯瞰図を以下に示す。 
 

項目 概要 

総延床面積 7,057.64m2 

構造概要 コンクリート RC 構造、独立基礎、地上 2 階、雨水貯留ピット 

 架構体 6,482.87 m2 

 
建屋 

574.77 m2 
ポンプ室、コントロールルーム、電気室、バッテリー室、 
パワーコンディショナー室、廊下等 

 

 

図 3-3 太陽光発電システム全体俯瞰図（南西方向から俯瞰） 
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3-2-3 概略設計図

「3-2-2 基本計画」に基づいて計画したプロジェクトサイトにおける太陽光発電システ

ム系統図、機器配置図及び架構体図等の概略基本設計図を以下に示す。

PV-01 太陽光発電システム概要図 

PV-02 PV パネル配置図 

PV-03 機材配置図 

PV-04 太陽光発電システム系統図 

A-001 平面図(1)(2) 

A-002 立面図・断面図 
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PV-01 太陽光発電システム概要図 
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PV-02 PV パネル配置図 



 

 3-18 

PV-03 機材配置図 
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PV-04 太陽光発電システム系統図 



 

 3-20 

A-001(1) 平面図 



 

 3-21 

A-001(2) 平面図 



 

 3-22 

A-002 立面図・断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画

3-2-4-1  施工方針／調達方針 

1) 実施体制

本プロジェクトは、図 3-4 の実施体制により、日本国無償資金協力の実施手順に従い実

施する。

 

図 3-4 実施体制図 

2) 施工方針

以下に示す方針に基づき施工を行う。

① 仮設は枠組足場とする。

② 土工事は壺堀りとし、埋戻しは根切り土転用、残土処分は敷地内とする。

③ コンクリートの製造はコンクリートバッチプラントをイバイ島内に設置し、レミコ

ンをミキサー車で運搬しポンプ打ちとする。

④ モニタリングビルディング以外の屋上では防水層は施工せずスランプの低いコンク

リートを密に打設し、防水層の劣化対策とする。

⑤ 手摺等鉄部は溶融亜鉛メッキとする。

⑥ 外部出入口は鋼製とし、サッシはアルミ製とする。

⑦ 架構体下部に対する採光はガラスブロックとする。

（日本政府）

日本政府

JICA

機材調達契約

プロジェクト管理

機材調達業者

コンサルタント

コンサルタント
契約

公共事業省資源開発省

KAJUR贈与契約
(G/A)

交換公文
(E/N)

調達・機材施工監理

（「マ」国政府）
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3) 調達方針 

a) 現地調達資機材 

太陽光発電モジュールの架構体に使用されるセメント、コンクリート用骨材、鉄筋、型

枠用木材等の一般資材は「マ」国内に流通しており、国際的な基準を満たしているため、

現地調達とする。一般的な建設機材・重機も「マ」国内の建設業者が保有しており、こ

れを調達する。 

b) 第三国調達資機材 

第三国で調達する資機材はない。 

c) 日本調達資機材 

太陽光発電システムの機材は、「マ」国内では製造されていないため、「マ」国外から輸

入する。本プロジェクトの調達機材は、太陽光発電モジュール、PV 用パワーコンディショ

ナー、蓄電池システム、エネルギーマネジメントシステム（EMS）、系統連系設備等であ

り、これらは全て日本から調達する。主要な機材の調達先リストは以下のとおり。 

表 3-9 主要機材の調達先リスト 

調達資機材 
日本国

調達 

「マ」国

調達 
備考 

太陽光発電システム機材 ●  日本から調達 

建築設備材 ●  日本から調達 

一般的な建設機材・重機 ● マジュロにある各建設業者が保有。

コンクリートポンプ車 ●  
「マ」国内の建設業者が保有してい

ないため日本から調達 

セメント  ● 一般的に流通 

コンクリート用骨材  ● 「マ」国内で生産 

鉄筋  ● 
エポキシコーティング剤の鉄筋が

流通 

コンクリートブロック  ● 「マ」国内で生産 

その他木材等一般資材  ● 一般的に流通 

 

3-2-4-2  施工上／調達上の留意事項 

1) 施工上の留意事項 

太陽光発電システムを据付ける架構体の施設工事を先行させ効率的な施工計画とする。

また、「マ」国においては、太陽光発電システムの設置例は少ないことから、開梱、搬入、

組み立て、据付工事、調整・試運転及び初期操作指導、運用指導は日本人技術者の指導

の下、現地業者の活用を図る計画とする。 
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2) 調達上の留意事項 

「マ」国外からの調達機材は海運会社の船便の利用を基本とし、その輸送期間を考慮す

る。また、イバイ港よりサイトまで約 10 分の機材運搬は全てトラック輸送とし、港より

サイトまでの道路事情を考慮し、全て 20 フィートコンテナで現場へ搬入する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-5 海運会社の船便の経路 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本プロジェクトの実施に伴う日本国及び「マ」国が負担する事項を下表に示す。 

表 3-10 負担事項区分 

No. 負担事項 
日本国 

負担 

「マ」国 

負担 

1 太陽光発電システムを設置する用地の提供  ● 

2 架構体・建屋を建設する用地の提供  ● 

3 現在用地内に保管されている機材等の撤去  ● 

4 太陽光発電システムの設計、機材調達 ●  

5 免税措置  ● 

6 機材梱包輸送 ●  

7 機材内陸輸送、搬入・据付・調整 ●  

8 架構体・建屋の設計、建設 ●  

9 雨水排水設備 ●  

10 工事期間中の機材等保管場所および工事車両進入路の整備  ● 

11 工事事務所の設置 ●  

日本 

サイパン 

イバイ（クワジェリン） 

マジュロ コスラーエ 

グアム 

日本→イバイ（２週間、隔週） 

マジュロ→コスラーエ→ 
グアム→イバイ（１ヶ月弱） 
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No. 負担事項 
日本国 

負担 

「マ」国 

負担 

12 外周フェンス設置  ● 

13 給水および排水設備引込工事  ● 

14 下水道本管から敷地内第一桝までの排水設備敷設工事  ● 

15 既存発電設備/系統との連系作業  ● 

16 太陽光発電システムの受入検査の実施  ● 

17 操作要員、運用要員の人選、決定  ● 

18 ソフトコンポーネントの実施 ●  

19 ソフトコンポーネントを踏まえた発電施設の適切な運営  ● 

20 ステークホルダーミーティングの開催  ● 

21 環境管理計画承認の手続  ● 

22 機材の交換を含む運営維持管理コスト  ● 

 

3-2-4-4  施工監理計画／調達監理計画 

本邦コンサルタントは、以下の方針で施工・調達監理に従事する。 

① 太陽光発電システムを構成する主要な 4 つの設備（1.PV システム 2.蓄電池システム 

3.EMS 4.系統連系設備）において、技術仕様書に記載する内容が満たされているこ

とを確かめ、太陽光発電システム全体として機能することを確認する。 

② 据付工事の進捗状況を適宜モニタリングし、施工品質の確保及び工期内に工事が完

了するよう監理する。 

③ KAJUR の技術者・維持管理要員が機材の調整･運転、試験等を実施可能とするため

の調達業者による初期操作指導・運用指導を図ることを監理する。 

④ 調達業者と情報を共有し、安全に配慮する。 

これらの方針の下、本プロジェクトにおけるコンサルタントの施工・調達監理は、常駐

監理として調達監理技術者を配置しながら、必要な専門技術者を工事の進捗に合わせて

スポット監理で派遣する体制とする。なお、日本国内においては機材の製作中あるいは

出荷前にメーカーの工場で機材の試験・検査に立会、調達機材が規定した仕様を満足し

ていることを確認する。以下にコンサルタントの施工監理業務内容を示す。 

①  機材製作図書及び架構体図面の確認および承認 

②  工場検査対応 

③  調達業者の工程管理・安全管理に対する監理 

④  据付、調整、試運転時の立会い 
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⑤  受入検査手順書、検査実施計画書の承認 
⑥  受入検査への立会いおよび検査完了証明書の発行 
⑦  ソフトコンポーネントの実施 
⑧  関係機関への月次報告、完了時報告 

3-2-4-5  品質管理計画 

1) 検査・検収等実施計画（据付工事） 

a) 基本方針 

コンサルタントは機材の製作期間中、調達業者より提出される製作図、施工図等が契約

書、仕様書に適合しているかを審査し、承認を与えると共に適宜必要な品質検査を実施

する。また、機材の据付工事期間中においては、調達業者より提出される工事施工計画

書、工程表、施工手順等が適切であるかを審査し、承認を与える。 

b) 品質検査 

機材の品質検査に関しては、主に下記の検査・検収等を実施する。 

①  製品（工場）検査 
製品出荷前に、各機器単体の仕様適合および性能試験を主要機材、システムについ

て日本国内にて実施する。主に下記の項目について確認する。 

②  船積前機材照合検査 
主要部品については、製品（工場）検査立会と同時に員数を確認し、全ての機器の

員数については、船積前機材照合検査において第三者機関により確認される。検査

場所はメーカーの梱包倉庫又は積み出し港倉庫とする。 

③  受入検査・引渡し 
運用指導終了後、コンサルタント立会のもと実施機関側が、システムが要求仕様書

通りの性能や機能を備えているかを検証する。受入検査は、実際の太陽光発電シス

テムを稼働する形態で行う。受入検査後、検査結果の確認を実施機関、コンサルタ

ント、調達業者間で行った後、先方実施機関に引き渡す。 

2) 品質管理計画（施設工事） 

a) 基本方針 

コンサルタントは、入札図書（案）作成にあたり、建設事情及びメンテナンスコストを

考慮した現地材料の納まり、工法について詳細な検討を加えた設計図を作成する。また、

仕様書については、工事の高品質を確保するため、日本建築学会建築工事標準仕様書

（JASS）、日本工業規格（JIS）、BS、ASTM 等に準じて作成する。 

建設工事期間中においては、調達業者より提出される工事施工計画書（実施体制表含む）、

工程表、施工図が契約書、仕様書に適合しているかを確認し、承認を与える。 
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b) 品質検査 

コンサルタントは、現場において建設材料および施工の品質が仕様書に適合しているか、

各種工事着手前に調達業者より提出される施工計画書、材料サンプルを確認したうえで

承認を与える。また、各種工事着手後は施工計画書に基づき適宜、検査を実施し承認を

与える。施工計画書に基づき重点管理項目を定めて、チェックシートを用いる等して適

宜、検査する。 

また、メーカー保証書の確認の他に、適宜、抜き打ち検査等を実施し品質を確保する。 

施設工事の品質検査に関しては、主に下記の検査・検収等を実施する。 

① 架構体工事検査（コンクリート検査） 
架構体設置に対して、コンクリート打設等を考慮した工程計画、養生計画を策定し、

コンサルタントが確認する。コンクリートに関する主な管理方法（管理項目、検査

方法等）を以下に示す。 

コンクリート材料 
材料 管理項目 検査方法 

セメント 水和熱など 溶解熱方法 

砂・砂利・砕石 粒度分布 ふるい分け 

絶乾比重 比重および吸水率試験 

アルカリ反応性 アルカリ反応性試験 

水 有機不純物など 水質試験 

 
試験練り時検査管理項目 

管理項目 検査方法 

躯体コンクリートの推定圧縮強度 圧縮試験機 

スランプ スランプコーン 

コンクリート温度 温度計 

空気量 圧力計 

塩化物量 カンタブ 

コンクリート打設前検査管理項目 
管理項目 検査方法 

練り混ぜから打設終了までの時間 練り混ぜ完了時刻照合 

スランプ スランプコーン 

コンクリート温度 温度計 

空気量 圧力計 

塩化物量 カンタブ 
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工程内検査の管理（コンクリート打ち上がり精度検査） 

管理項目 検査方法 

躯体コンクリートの推定圧縮強度 圧縮試験機 

仕上がり精度（建入れ） スケール 

仕上がり精度（スラブ水平度） レベル・スケール 

仕上がり状態 目視 

② 鉄筋工事検査 
コンサルタントは、調達業者より提出される鋼材検査証明書を確認する。また、躯

体配筋施工図（一部鉄筋加工図を含む）を審査するとともに、継ぎ手、定着、本数、

被り厚等について、各部位ごとに配筋検査を実施する。 

3-2-4-6  資機材等調達計画 

1) 調達計画 

太陽光発電システムに関わる機器については、インターフェイス、互換性及び保証等に

鑑み、一体のシステムとして調達する計画とする。また、本プロジェクトの主要な調達

機材である、PV モジュール、PV 用パワーコンディショナー、蓄電池システム、EMS、

系統連系設備については全て日本から調達する。 

調達業者は、コンサルタントが作成する機材仕様書に従って機材の設計、製作、塗装、

工場試験・検査、梱包、輸送、据付を行い、現地試験、検査により運転状況を充分に確

認の上、引渡しを行う。なお、調達業者は内陸輸送・据付工事に必要な許可の取得、サ

イトにて行われる作業等に関する必要な資料を作成し、実施機関と充分な協議を行うも

のとする。 

2) 輸送計画 

a) 日本調達資機材 

イバイ港の整備状況は良好かつ、本プロジェクトサイトからも近いことからイバイ港に

て荷揚げする計画とする。日本調達の機材については、本邦主要港から海上輸送を行う

計画とする。 

b) 機材の輸送分類 

イバイ港より本プロジェクトサイトまでの機材の運搬はトラック輸送とする。イバイ港

よりサイトまでの道路事情を考慮し、20 フィートコンテナで現場へ搬入する。イバイ港

から本プロジェクトサイトまでの所要時間は約 10 分程度である。 

3-2-4-7  初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトで計画している太陽光発電システムは、KAJUR 職員にとって初めて導入

するシステムであることから、初期操作指導及び運用指導を計画する。 



 

3-30 

3-2-4-8  ソフトコンポーネント計画 

1) ソフトコンポーネント導入の必要性 

本プロジェクトによって導入される系統連系型太陽光発電システムは、KAJUR にとって

運用した経験が無いため、導入された設備の適切な維持管理に係る事項のみならず、万

一の事故時の対応についても、基準・ルールが存在しない。また、適切な維持管理を実

施するためには、収集した電力データや関連気象データの取り扱いに関する業務フロー

も新たに構築することが重要である。 

また、平均標高が 2m と低い「マ」国は気候変動による海面上昇が起こると、国土に深

刻な影響が発生することが予想されている。そのため、「マ」国側は今回整備する太陽光

発電設備を活用し、地域住民を対象とした気候変動問題に対する太陽光発電システム/

再生可能エネルギーの有用性についての環境啓発活動を継続的に実施したいとの意向で

あることから、環境啓発に関わる技術支援も含むものとする。 

2) ソフトコンポーネントの目標 

導入する太陽光発電システムの維持管理内容を充実させ長期的に持続させるために、以

下のソフトコンポーネントの目標を設定する。 

① 導入する太陽光発電システムの維持管理の充実 
② 太陽光発電システムの不具合時に自己診断、対応のできる組織の構築 
③ 発電電力量及び日射量・気温等の気象データ等の報告制度の確立 
④ 再生可能エネルギーの重要性の住民に対する啓発 

3) ソフトコンポーネント実施により得られる成果 

ソフトコンポーネントは、導入した機材を使用した演習を中心に実施する。下表にソフ

トコンポーネントの成果及び達成度の確認事項について示す。 

表 3-11 ソフトコンポーネントの成果とその確認事項 

成果 達成度の確認事項 

1. 導入する太陽光発電 
システムの維持管理の充実 

・ 維持管理用の点検表の作成及び点検表を用いた演習 
・ PV パネル交換の判断基準及び手順の作成 
・ 維持管理体制の構築 
・ 蓄電池容量逓減状況の把握 
・ 維持管理に関わる財務計画の作成 

2. 太陽光発電システムの不具

合時に自己診断、対応ので

きる組織の構築 

・ 不具合の確認手順の作成 
・ 不具合対応に向けた体制の構築 
・ 導入機材を活用した不具合時対応の演習 

3. 発電電力量及び日射量・ 
気温等の気象データ等の報

告制度の確立 

・ 電力及び気象データ等の取得/記録表の作成 
・ モニタリング体制の構築 
・ モニタリング及びその報告の演習 



 

3-31 

成果 達成度の確認事項 

4. 再生可能エネルギーの 
重要性の住民に対する啓発 

・ 施設概要説明用パネルの完成 
・ 地域住民を対象とした環境啓発施設イベント（第 1 回）

の開催 
出所：JICA 調査団 

4) ソフトコンポーネントの活動 

ソフトコンポーネントにおける期待される成果に対する活動内容を以下に示す。 

【成果 1：導入する太陽光発電システムの維持管理の充実】 

太陽光発電システムの維持管理に関する点検・保守計画、PV パネル交換などについ

ての基準・ルール案についてディスカッションのうえ維持管理マニュアルとして最

終化し、その基準・ルールに基づき維持管理に関する演習を行う。 

また、太陽光発電システムの発電容量及び蓄電池の逓減、ディーゼル運用の効率化

に即した維持管理に関わる財務計画を策定する。 

【成果 2：太陽光発電システムの不具合時に自己診断、対応のできる組織の構築】 

太陽光発電システムの不具合箇所の早期発見及び対処方法についての基準・ルール

案についてディスカッションのうえ維持管理マニュアルとして最終化し、その基

準・ルールに基づき不具合時対応の演習を行う。 

【成果 3：発電電力量及び日射量・気温等の気象データ等の報告制度の確立】 

EMS により計測された発電電力量及び日射量・気温等のデータの処理方法及びそれ

を維持管理に活用するための取り扱い手順書案（コンサルタントが準備）について

ディスカッションのうえ維持管理マニュアルとして最終化し、その手順書に基づき

モニタリングの演習を行う。また、モニタリング結果の取りまとめについても演習

を行う。 

【成果 4：太陽光発電システム/再生可能エネルギーにかかる環境啓発】 

地域住民に環境啓発を行うため、再生可能エネルギーに関する基礎的な情報や本プ

ロジェクトを紹介する資料を取りまとめた広報資料案を講義し、ディスカッション

により最終化する。また、KAJUR により、広報資料を基に地域住民を対象とする第

一回目の設備視察イベントを実施する。 

併せて、太陽光発電システムの施設概要をわかりやすく取りまとめたパネルを作成

する。 
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3-2-4-9  実施工程 

本プロジェクトの調達・据付工事を合理的に実施した場合の事業実施工程を以下に示す。 

表 3-12 業務実施工程表 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

実
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3-3 相手国側負担事業の概要 

本プロジェクトが日本国の無償資金協力案件として実施されることに際して、以下の措

置を講ずる。 

1) 「マ」国側負担手続き 

a) 免税 

本プロジェクトの調達契約に基づく資機材の調達および業務遂行のために「マ」国に入

国する日本国民に対する関税、内国税、その他の課徴金について免除する。また、調達

される資機材の通関を速やかに実施し、これら資機材の輸入にかかわる関税・VAT を免

除する。 

b) 便宜供与 

認証された契約に基づいて提供される役務および同契約に関連して必要となる日本人に

対し、その役務を提供する目的のための「マ」国滞在に必要な措置を保証する。 

c) 銀行取極、支払い授権書の発給 

日本国内の銀行に「マ」国名義の勘定を開設し、当該銀行に対して支払授権書を発給す

る。さらに上記の銀行取極に基づき、支払授権書の手数料の支払について責任を持って

実行する。 

 

 

入札図書作成/承認 

入札業務

公示 入札 契約 

施設工事 

機材輸送

据付工事

初期操作指導
受入検査 
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d) EPA への申請手続き 

本プロジェクト実施に対しては EPA により Earthmoving Application の審査を受ける必要

があり、審査には約 30 日かかるとされている。この申請等は KAJUR により行われる。 

2) 「マ」国側分担事業 

a) 下水道接続工事 

架構体上部に設けた建屋からの汚水排水は、敷地北側公道内の公共下水道本管に接続

する。下水道本管から敷地内第一桝までの工事は KAJUR により行う。 

b) フェンスの設置 

本プロジェクトサイトの外周へのフェンスの設置を KAJUR により行う。 

c) 本プロジェクトサイトのクリアランス 

本プロジェクトサイトに置かれている機材撤去を KAJUR により行う。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

太陽光発電システムの運営・維持管理のための実施体制を KAJUR 内に構築し、定期的

な点検を遵守する。 

1) 維持管理体制 

マネージャー、エンジニア、ラインマン、機械工、オペレーターにより構成される 15 名

程度の担当者により、維持管理体制を構築する。 

 

 

 

 

 
出所：JICA 調査団 

図 3-6 KAJUR の太陽光発電システム運営・維持管理体制 

2) 定期点検 

日常点検・定期点検及び清掃は、オペレーターが中心となり実施する。初期操作指導及

び運用指導の際に太陽光発電システムの工事を担当したメーカーから示される点検項目

について、定期的に確認する。 

マネージャー（1 人）

ラインマン(3 人） 機械工（2 人） オペレーター（8 人） 

エンジニア（1 人）
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

a) 日本側負担経費：概略総事業費 約 1,013 百万円 
 

費目 
概略事業費 
（百万円） 

機材費 310 
輸送梱包費 17 
架構体建設及び据付工事費 498 
調達管理費 42 
一般管理費 26 
機材設計監理費（ソフトコンポーネント含む） 119 

計 1,013 
※100 万円単位四捨五入のため、費目の合計が合わないことがある。 

出所：JICA 調査団 

b) 「マ」国負担費 

「マ」国の負担としては、以下の費目があり合計負担額は約 28,700 米ドルと見積もられ

る。 

① 下水道接続工事費：約 1,700 米ドル 

② フェンスの設置：約 15,000 米ドル 

③ 本プロジェクトサイトのクリアランス：約 7,000 米ドル 

④ 本プロジェクトにかかる Earthmoving Application 申請手続料：5,000 米ドル 

c) 積算条件 

① 積算時点：平成 28 年 9 月 

為替交換レート：1 米ドル=104.59 円 

施工・調達期間：17 ヶ月 

その他：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行う。 

3-5-2 運営・維持管理費 

本プロジェクトによって調達する太陽光発電システムに係る機材は、主に PVシステム、

蓄電池システム、EMS、系統連系設備であり、現状施設に対して新しいシステムの導入

となる。本プロジェクト実施に伴い増減する主な運営維持管理費は、以下の項目が挙げ

られる。 

1) 太陽光発電システム導入に伴うディーゼル燃料の炊き減らし 

2) 太陽光発電システム保守管理に伴う人件費 

3) 消耗品費 
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1) 太陽光発電システム導入に伴う炊き減らし 

太陽光発電システムから約 707MWh/年の電力供給が期待でき、その分のディーゼル燃料

の炊き減らしが見込める。KAJUR の発電用ディーゼル燃料消費原単位は、4.14kWh/リッ

トルであるため年間約 170,000 リットルの燃料削減量が想定される。なお、KAJUR は約

0.93 米ドル/リットルでディーゼルを購入していることから、年間約 158,100 米ドル分の

燃料費の削減が見込まれる。 

2) 太陽光発電システム保守管理に伴う人件費 

太陽光発電システムについては日常点検、定期点検などの保守管理が必要である。それ

に従事する人員として 15 名を予定しているが、KAJUR の職員による保守管理が見込ま

れるため新たな人件費の増加は見込まない。ただし、PV パネルの清掃にかかる人件費と

して年間約 3,000 米ドル必要となる。 

3) 消耗品費 

EMS の運用にかかるプリンターのインクカートリッジ交換につき年間約 50 米ドルが見

込まれる。 

以上の運営維持管理費の増減を表 3-13 にまとめる。 

太陽光発電システム導入に伴うディーゼル発電機の効率的運用による炊き減らしにより、

本プロジェクト実施にかかる運営維持管理費を賄うことができる。 

表 3-13 維持管理費 

費目 金額（米ドル） 

(1) 太陽光発電システム導入に伴う炊き減らし -158,100 

(2) 太陽光発電システム保守管理に伴う人件費 3,000 

(3) 消耗品費 50 

計 -155,050 
    出所：JICA 調査団 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

1) 太陽光発電システム設置のための土地利用 

本プロジェクトによる太陽光発電システムは、KAJUR 発電所敷地内の遊休地に導入する

ことから、新たな土地収用は必要とされない。なお、プロジェクトサイトに保管されて

いる機材等の撤去は「マ」国側の負担で実施する。 

2) 環境関連許可の取得 

本プロジェクト内容について EPA と協議した結果、事業実施に伴う環境への影響がない

ことから、環境影響評価実施の必要がないことを確認している。なお、建設工事の実施

前には、事業者が EPA に Earthmoving Application を申請する必要がある。当手続きにつ

いては、「マ」国側が実施する。 

3) 免税措置 

本プロジェクトの調達契約に基づく資機材の調達および業務遂行のために「マ」国に入

国する日本国民に対する関税、内国税、その他の課徴金について免除される。また、調

達される資機材の通関を速やかに実施し、これら資機材の輸入にかかわる関税・VAT を

免除される。 

4) 系統連系作業 

本プロジェクトの実施に伴う系統連系作業は、「マ」国側が実施する。 

5) フェンスの設置及び下水道接続工事 

本プロジェクトサイトの外周フェンスの設置及び下水道接続工事については、「マ」国側

の負担で実施する。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

1) 維持管理体制の構築 

太陽光発電システムの維持管理のため KAJUR 内にマネージャー、エンジニア、ラインマ

ン、機械工、オペレーターにより構成される 15 名程度からなる維持管理体制を構築する。 

2) 他 JICA 事業との補完・強化 

「マ」国に加え太平洋諸国 4 カ国を対象とする広域型の技術協力「ハイブリッド発電シ

ステム導入プロジェクト」（2017 年～2022 年（予定））及び課題別研修「マイクログリッ

ドにおける再生可能エネルギー導入のための計画担当者研修」において本プロジェクト

と補完することにより、管理能力の強化が図られる。 
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4-3 外部条件 

1) 再生可能エネルギー導入にかかるガイドラインの整備 

今後導入が進むと考えられる再生可能エネルギーは、既存の電力会社の系統に影響する

と同時に電気の供給を受けている需要家にも影響を及ぼす可能性がある。「マ」国政府に

対して JICA が実施した開発計画調査型技術協力「エネルギー自給システム構築プロジェ

クト」（2013 年～2015 年）にも提案されるように系統連系ガイドラインの整備が急がれ

る。 

2) 他ドナーとの協調 

世界銀行はマジュロでの太陽光発電所の建設を中心とした無償資金協力プロジェクトの

準備を行っているなど、「マ」国はインフラ整備において国際機関及び各国からの援助を

受けることが多いため、今後も他ドナーからの援助と協調を図ることで、「マ」国への裨

益効果を高めることが重要である。 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

1) 「マ」国政策との整合性 

NEPEAPに掲げる2020年までに電力供給の20%を再生可能エネルギーで賄うことを目標

とする「マ」国の再生可能エネルギー導入政策と合致している。 

2) 我が国及び JICA の協力方針との整合性 

日本政府は、対マーシャル諸島共和国国別開発協力方針（2012 年 12 月）において、「脆

弱性の克服」、「環境・気候変動」を重点分野と定めており、「脆弱性の克服」においては、

経済成長基盤の強化のためのインフラ整備、「環境・気候変動」では気候変動対策への支

援を行うこととしている。 

また、対大洋州地域 JICA 国別分析ペーパー（2012 年 12 月）において、「マ」国に対し

ては「ライフラインの維持 エネルギー」が重点分野であると分析しており、本プロジェ

クトの実施はこれら方針、分析に合致している。 

4-4-2 有効性 

1) 再生可能エネルギーによる電力供給及び CO2削減効果（定量的効果） 

プロジェクトの実施の定量的効果として、系統へ供給する電力量の増加と CO2排出量の

削減が考えられる。 
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表 4-1 効果指標と目標値 

指標名 
基準値 

（2017 年実績値） 

目標値（2022 年） 

【事業完成 3 年後】 

システム電力（kW） 0 600
発電電力量（MWh/年） 0 707.3
ディーゼル燃料の削減量（kL/年） 0 170
温室効果ガスの削減量（tCO2/年） 0 441

 

2) 再生可能エネルギーの普及拡大（定性的効果） 

「マ」国においては、マジュロ以外での系統連系を伴う再生可能エネルギーの導入は初

のケースとなり、今後の再生可能エネルギー利用設備の導入の足がかりとなると考えら

れる。 

また、本プロジェクトにて実施するソフトコンポーネントにより、系統連系された太陽

光発電システムに関わる維持管理、トラブルシューティングの技術移転がされることに

より、再生可能エネルギーに関連する技術者の育成に貢献する。 

3) 環境啓発（定性的効果） 

本プロジェクトにて実施するソフトコンポーネントにおいて、環境啓発に関する技術移

転を行う。また、本プロジェクトでは、児童・生徒等の見学者が安全に太陽光発電シス

テムを見学できるよう配慮した設計としているため、継続的な環境啓発の場として活用

されることが期待される。 

以上の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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資料１．調査団員・氏名 



1. 調査団員・氏名 

マーシャル諸島共和国イバイ島太陽光発電システム整備計画 団員名簿 

 

第一次協力準備調査団（2016 年 7 月 7 日～7 月 22 日） 

1． 内藤 武司 計画管理 独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部 資源・エネルギー第一T 

2． 加藤 宏承 業務主任／ 
太陽光発電システム計画

（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

3． 鎌形 亜土 制御機器設計／機材計画 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル（補強）

4． 月本 清隆 系統解析 九州電力（株） 
5． 光永 佳史 ディーゼル運用 九州電力（株） 
6． 林 聡一郎 施設計画／自然条件調査 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
7． 森本 亘 調達計画／積算 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
8． 鈴木 麻衣 環境・社会配慮 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

 

第二次協力準備調査団（2016 年 9 月 3 日～9 月 11 日） 

1． 杉山 茂 団長 独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部 次長 

2． 内藤 武司 計画管理 独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部 資源・エネルギー第一T 

3． 加藤 宏承 業務主任／ 
太陽光発電システム計画

（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

4． 鎌形 亜土 制御機器設計／機材計画 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル（補強）

5． 月本 清隆 系統解析 九州電力（株） 
6． 光永 佳史 ディーゼル運用 九州電力（株） 
7． 林 聡一郎 施設計画／自然条件調査 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
8． 森本 亘 調達計画／積算 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
９． 鈴木 麻衣 環境・社会配慮 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
 

第三次協力準備調査団（2017 年 7 月 10 日～7 月 21 日） 

1． 松井 信晃 団長 独立行政法人国際協力機構 
マーシャル支所長 

2． 内藤 武司 計画管理 独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部 資源・エネルギー第一T 

3． 加藤 宏承 業務主任／ 
太陽光発電システム計画

（株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

4． 山田 光影 副業務主任 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
5． 林 聡一郎 施設計画／自然条件調査 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
6． 月本 清隆 系統解析 九州電力（株） 
7. 光永 佳史 ディーゼル運用 九州電力（株） 
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資料２．調査行程 



2. 調査行程 

第一次協力準備調査（2016 年 7 月 7 日～7 月 22 日） 

月日 

官団員 コンサルタント 

計画管理 
業務主任／ 
太陽光発電 
システム計画 

制御機器設計

／機材計画 
系統解析 

ディーゼル 
運用 

施設計画／ 
自然条件計画 

調達計画／ 
積算 

環境・社会 
配慮 

内藤 武司 加藤 宏承 鎌形 亜土 月本 清隆 光永 佳史 林 聡一郎 森本 亘 鈴木 麻衣

7 月 7 日 木 
 成田発- 

グアム着 
   成田発-グアム着 

7 月 8 日 金 
 グアム発-

マジュロ着 
 福岡発-ハワイ着 グアム発-マジュロ着 

7 月 9 日 土 
 PV 導入 

施設視察 
 ハワイ発-マジュロ着 PV 導入施設視察 

7 月 10 日 日 
日本発- 
グアム着 

団内会議  団内会議 

7 月 11 日 月 
グアム発-
マジュロ着

MPW 及び 
Senator 

Paul 協議 

 MPW 及び Senator Paul 協議 調達調査 MPW 及び

Senator 
Paul 協議 

7 月 12 日 火 
JICA マジュロ発

-グアム着 
 JICA 

大使館表敬 現地調査 大使館表敬 調達調査 現地調査 

7 月 13 日 水 
 グアム発-

成田着 
 MRD、MPW、EPA、NOAA 協議/情報収集 

7 月 14 日 木 

マジュロ発

-クワジェ

リン着 

 成田発- 
グアム着 

マジュロ発-クワジェリン着 マジュロ発-グアム着 

KAJUR 
協議 

KAJUR 協議 

7 月 15 日 金 

Office of 
Chief 

Secretary/ 
KAJUR 協

議 

 グアム発-
クワジェリ

ン着 

Office of 
Chief 

Secretary/ 
KAJUR 協

議 

クワジェリ

ン発-ホノ

ルル着 

Office of 
Chief 

Secretary/ 
KAJUR 協

議 

グアム発-成田着 

7 月 16 日 土 
クワジェリン

発-グアム着

 現地調査  現地調査   

7 月 17 日 日 
グアム発-
成田着 

 団内会議 
現地調査 

 団内会議 
現地調査 

  

7 月 18 日 月 
  KAJUR 協議  KAJUR 協

議 
  

7 月 19 日 火 
  KAJUR 協議  KAJUR 協

議 
  

7 月 20 日 水 
  KAJUR 

協議 
イバイ発-
ホノルル着

 KAJUR 
協議 

  

7 月 21 日 木 
  イバイ発-

グアム着 
ホノルル発

-成田着 
 イバイ発-

グアム着 
  

7 月 22 日 金 
  グアム発-

成田着 
  グアム発-

成田着 
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第二次協力準備調査（2016 年 8 月 29 日～9 月 11 日） 

月日 

官団員 コンサルタント 

団長 計画管理 

業務主任

／太陽光

発電シス

テム計画 

制御機器

設計／機

材計画 
系統解析 

ディーゼ

ル運用 

施設計画

／自然条

件計画 

調達計画

／積算 
環境・社会

配慮 

杉山 茂 内藤 武司 加藤 宏承 鎌形 亜土 月本 清隆 光永 佳史 林 聡一郎 森本 亘 鈴木 麻衣

8 月 29 日 月    成田発-ホノルル着  

8 月 30 日 火 
 成田- 

グアム着 
 ホノルル発-マジュロ着 成田-グアム着 

8 月 31 日 水 
 グアム発-

マジュロ着

   グアム発-マジュロ着 

団内会議  団内会議 

9 月 1 日 木 
 JICA 成田発- 

グアム着 
JICA 

MRD、

MPW 
MRD、MPW EPA、NOAA 

9 月 2 日 金 
 JICA 

マジュロ

病院 

グアム発-
イバイ着 

JICA 
マジュロ病院 

調達調査 EPA 
 

9 月 3 日 土 

 マジュロ

発-クワジ

ェリン着 

 マジュロ発-クワジェリン着 

団内会議 
9 月 4 日 日 成田-グアム着 現地調査 

9 月 5 日 月 
グアム発-イバイ着 KAJUR、Chief Secretary Office、KALGOV 協議 

 EPA 協議 

9 月 6 日 火 
KAJUR、Chief Secretary Office、KALGOV 合同会議 クワジェ

リン発- 
グアム着 

KAJUR 協議 

9 月 7 日 水 
KAJUR 協議 調達調査 グアム発-

成田着 クワジェリン発-マジュロ着 

9 月 8 日 木 
JICA、MPW、MRD 調達調査  
ADB、MOF、NTA 

9 月 9 日 金 
ミニッツ締結  

団内会議 マジュロ発-ホノルル着 団内会議 
9 月 10 日 土 マジュロ発-グアム着 ホノルル発-成田着 マジュロ発-グアム着  
9 月 11 日 日 グアム発-成田着   グアム発-成田着  
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第三次協力準備調査（2017 年 7 月 9 日～7 月 23 日） 

月日 

官団員 コンサルタント 

団長 計画管理 
業務主任／ 

太陽光発電シ

ステム計画 
副業務主任 

施設計画／自

然条件計画 
系統解析 

ディーゼル運

用 

松井 信晃 内藤 武司 加藤 宏承 山田 光影 林 聡一郎 月本 清隆 光永 佳史 
7 月 9 日 日     成田-グアム着 福岡-ホノルル着 

7 月 10 日 月     
グアム発- 
マジュロ着 

ホノルル発-クワジェリン着 

7 月 11 日 火     
JICA 協議 

現地調査 MEC、 
マジュロ病院

7 月 12 日 水     

MEC、マジュ

ロ病院 
KAJUR 協議/現地調査 

EPA、MPW、

MRD 協議 

7 月 13 日 木     

マジュロ発- 
クワジェリン着

KAJUR 協議/現地調査 
Chief Secretary 

Office 協議 
7 月 14 日 金     KAJUR 協議 

      現地調査 クワジェリン発-マジュロ着 

7 月 15 日 土     現地調査 現地調査 
マジュロ発- 
ホノルル着 

7 月 16 日 日  
成田- 

グアム着 
成田発-ホノルル着 現地調査 現地調査 

ホノルル発- 
成田着 

7 月 17 日 月 
 

グアム発- 
マジュロ着 

ホノルル発-マジュロ着 
クワジェリン

発-マジュロ着
  

JICA 協議  JICA 協議  

7 月 18 日 火 
JICA 協議 ホノルル発-マジュロ着 JICA 協議 

 
ミニッツ協議 

7 月 19 日 水 NTA 協議 NTA 協議 現地調査 NTA 協議 現地調査  
7 月 20 日 木 ADB、MOF 協議 ADB、MOF 協議  

7 月 21 日 金 

ミニッツ協議  
大使館表敬 団内会議 大使館表敬 団内会議  

 マジュロ発-ホノルル着  
マジュロ発- 
ホノルル着 

 

7 月 22 日 土  
マジュロ発-
グアム着 

ホノルル発-成田着 
マジュロ発- 
グアム着 

ホノルル発- 
成田着 

 

7 月 23 日 日    
グアム発- 
成田着 

  

 
 

A2-3



 

 

 

 

 

 

資料３．関係者（面会者）リスト 



3. 関係者（面会者）リスト

第一次協力準備調査 （2016年7月7日～7月22日） 
第二次協力準備調査 （2016年8月29日～9月11日） 
第三次協力準備調査 （2017年7月9日～7月23日） 

1. 在マーシャル日本国大使館

光岡 英行 特命全権大使
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1. ソフトコンポーネントを計画する背景 

1.1. プロジェクトの背景 

マーシャル諸島共和国（以下、「マ」国）はエネルギー資源に乏しく、電力供給の 99%以

上を輸入燃料によるディーゼル発電に依存している。輸入燃料は、国際的な石油価格の

変動を受けやすく、また輸送コストが上乗せされ割高であることから、国民生活に大き

な影響を与えている。また設備の故障時や悪天候により輸送に問題が生じた際に長時間

停電するなど、エネルギー安全保障上の脆弱性を抱えている。 

こうした状況を受け 2009 年 9 月に「マ」国は「国家エネルギー政策及び行動計画（NEPEAP: 

National Energy Policy and Energy Action Plan）」を策定し、2020 年までに電力供給

の 20%を再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）で賄うことを目標として掲げた。現在、

首都マジュロを中心に太陽光発電システムの導入が徐々に進んでいるが、目標達成のた

めには、「マ」国人口の 21%を占め、未だ再エネの導入が進んでいないイバイ島でも推進

する必要がある。 

イバイ島はクワジェリン環礁に位置し、同環礁内の米軍基地は「マ」国内最大の雇用を

生み出しており、首都マジュロに次ぐ人口約 1万 1千人を擁している。イバイ島の最大

電力需要は約 2.1MW であり、その供給源はイバイ島南端に配置されたディーゼル発電設

備である。また、イバイ島では、家庭用飲料水を、クワジェリン環礁ユーティリティ（電

気・水道）公社（Kwajalein Atoll Joint Utility Resources 以下「KAJUR」という）

が管理する海水淡水化装置に依存している。干ばつ時など海水淡水化装置への電力の安

定供給は水供給の観点からも重要な課題であり、ディーゼル発電以外の電力供給確保が

求められている。 

上記背景を踏まえ、系統連系型太陽光発電システムの機材整備を行うとともに、運営維

持管理のための技術支援（ソフトコンポーネント）を行う。なお、不具合が発生した際

の診断や、地域住民を対象とした太陽光発電システム/再生可能エネルギーにかかる環境

啓発について、「マ」国側にて実施したいとの意向であることから、それに関わる技術支

援も含むものとする。 
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表  本プロジェクトによる支援計画 

太陽光発電システム機材一式 

機材名 用 途 必要性 

太陽光発電 

システム 

太陽光を利用して発電した電力

を系統連系し、供給する。 

島嶼国としてエネルギー安全保障上の脆

弱性を抱えており、2020 年までに電力供

給の 20%を再エネとする高い目標を掲げて

いる。 

太陽光発電にかかる技術支援（ソフトコンポーネント） 

技術支援 太陽光発電システムに関する基

礎知識および保守点検、緊急時の

対応等の運営維持管理、環境啓発

に関する基準・ルールを作成し、

それに基づく技術指導を行う。 

KAJUR は、系統連系型太陽光発電システム

の導入経験がないため、同システムに関す

る運営・維持管理の基準・ルールがない。

そのため技術支援の実施により、安定した

太陽光発電システムの運営体制を構築す

る。 

 

太陽光発電システムの既存系統との連系は、既存ディーゼル発電機において分割されて

いる既存変圧器へ接続する。接続する変圧器を分割することで冗長性の確保が図れる。 

また、太陽光発電システムの短周期の出力変動への対応のために蓄電池システムを有し

ており、蓄電池システム自身の冗長性を確保するため複数ユニット×2系列構成とする。 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図  系統連系太陽光発電システムのイメージ図
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表 計画概要 

責任機関 資源開発省(MRD：Ministry of Resources and Development)、 

公共事業省（MPW：Ministry of Public Works） 

実施機関 KAJUR 

設置場所 KAJUR 敷地内 

土地管理者 KAJUR 

発電容量 約 600kW 

設置面積 約 6,000 ㎡ 

電力の使途 イバイ島系統への連系 

 

1.2. ソフトコンポーネント実施の必要性 

本プロジェクトによって導入される系統連系型太陽光発電システムは、KAJUR にとって

運用した経験が無いため、導入された設備の適切な維持管理に係る事項のみならず、万

一の事故時の対応についても、基準・ルールが存在しない。また、適切な維持管理を実

施するためには、収集した電力データや関連気象データの取り扱いに関する業務フロー

も新たに構築することが重要であることから、これらの内容を網羅した「太陽光発電運

営・維持管理マニュアル」を策定し、KAJUR 職員がそれに基づく業務が行えるようにす

ることを目的に、ソフトコンポーネントを実施する。 

また、平均標高が 2m と低い「マ」国は気候変動による海面上昇が起こると、国土に深刻

な影響が発生することが予想されている。そのため、「マ」国側は今回整備する太陽光発

電設備を活用し、地域住民を対象とした太陽光発電システム/再生可能エネルギーの有用

性についての環境啓発活動を継続的に実施したいとの意向であることから、環境啓発に

関わる技術支援も含むものとする。 

A5-4



 

4 

 

1.3. 運営維持管理に関わる組織 

【実施機関】 

クワジェリン環礁ユーティリティ(電気・水道)公社（KAJUR）： 

 クワジェリン環礁内の公益事業を行うために設立された政府出資の事業公社で、イバ

イ島の発電・送配電・上下水道事業を行っている。本プロジェクトによって導入され

る系統連系型太陽光発電システムの運営・維持管理の実施主体となり、ソフトコンポ

ーネントを通じて適切な維持管理に係る事項のみならず、万一の事故時の対応を可能

とする。 

マーシャル エネルギー公社（MEC：Marshall Energy Company）： 

 1984 年に設立された 100%国営の電力会社で、首都マジュロをはじめ、Wotje、Jaluit

における発送配電を担っている。 

離島などの遠隔地における再エネ設備の設置・運用・保守についても、資源開発省と

密接に協働しており、必要に応じて KAJUR に対しても技術的なサポートを実施してい

ることから、今回ソフトコンポーネントの内容を共有することとする。 

【コンサルタント】： 

 ソフトコンポーネントを実施することで、協力成果の持続性を確保する。現地におけ

る技術支援から瑕疵検査までの 1年間、KAJUR よりメールにて太陽光発電システムの

維持・管理の状況の共有を受け、ソフトコンポーネントの効果持続に必要な助言を行

う。 

【調達業者】： 

 ソフトコンポーネント実施前までに初期操作、運用指導を行う。 

 

2. ソフトコンポーネントの目標 

導入する太陽光発電システムの維持管理内容を充実させ長期的に持続させるために、以

下のソフトコンポーネントの目標を設定する。 

１． 導入する太陽光発電システムの維持管理の充実 

２． 太陽光発電システムの不具合時に自己診断、対応のできる組織の構築 

３． 発電電力量及び日射量・気温等の気象データ等の報告制度の確立 

４． 再生可能エネルギーの重要性の住民に対する啓発 
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3. ソフトコンポーネントの成果及び達成度の確認事項 

ソフトコンポーネントは、導入した機材を使用した演習を中心に実施する。下表にソフ

トコンポーネントの成果及び達成度の確認事項について示す。 

表 ソフトコンポーネントの成果とその確認事項 

成果 達成度の確認事項 

1. 導入する太陽光発電システ

ムの維持管理の充実 

・ 維持管理用の点検表の作成及び点検表を用いた演習 

・ PV パネル交換の判断基準及び手順の作成 

・ 維持管理体制の構築 

・ 蓄電池容量逓減状況の把握 

・ 維持管理に関わる財務計画の作成 

2. 太陽光発電システムの不具

合時に自己診断、対応ので

きる組織の構築 

・ 不具合の確認手順の作成 

・ 不具合対応に向けた体制の構築 

・ 導入機材を活用した不具合時対応の演習 

3. 発電電力量及び日射量・気

温等の気象データ等の報告

制度の確立 

・ 電力及び気象データ等の取得/記録表の作成 

・ モニタリング体制の構築 

・ モニタリング及びその報告の演習 

（なお、ソフトコンポーネント実施後、瑕疵検査までの期

間中、KAJUR はモニタリングレポートをコンサルタントに

共有し、コンサルタントは必要な助言を行う） 

4. 再生可能エネルギーの重要

性の住民に対する啓発 

・ 施設概要説明用パネルの完成 

・ 地域住民を対象とした環境啓発施設イベント（第１回）の

開催 
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4. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

4.1. 活動 

ソフトコンポーネントにおける期待される成果に対する活動内容を以下に示す。 

【成果１：導入する太陽光発電システムの維持管理の充実】 

太陽光発電システムの維持管理に関する点検・保守計画、PV パネル交換などについての

基準・ルール案（コンサルタントが準備）についてディスカッションのうえ維持管理マ

ニュアルとして最終化し、その基準・ルールに基づき維持管理に関する演習を行う。 

また、太陽光発電システムの発電容量及び蓄電池の逓減、ディーゼル運用の効率化に即

した維持管理に関わる財務計画を策定する。 

 

【成果２：太陽光発電システムの不具合時に自己診断、対応のできる組織の構築】 

太陽光発電システムの不具合箇所の早期発見及び対処方法についての基準・ルール案（コ

ンサルタントが準備）についてディスカッションのうえ維持管理マニュアルとして最終

化し、その基準・ルールに基づき不具合時対応の演習を行う。 

 

【成果３：発電電力量及び日射量・気温等の気象データ等の報告制度の確立】 

EMS により計測された発電電力量及び日射量・気温等のデータの処理方法及びそれを維持

管理に活用するための取り扱い手順書案（コンサルタントが準備）についてディスカッ

ションのうえ維持管理マニュアルとして最終化し、その手順書に基づきモニタリングの

演習を行う。また、モニタリング結果の取りまとめについても演習する。 

 

【成果４：太陽光発電システム/再生可能エネルギーにかかる環境啓発】 

地域住民に環境啓発を行うため、再生可能エネルギーに関する基礎的な情報や本プロジ

ェクトを紹介する資料を取りまとめた広報資料案（コンサルタントが準備）を講義し、

ディスカッションにより最終化する。また、KAJUR により、広報資料を基に地域住民を

対象とする第一回目の設備視察イベント）を実施する。 

併せて、太陽光発電システムの施設概要をわかりやすく取りまとめたパネルを作成する。 
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4.2. 活動スケジュール 

現地におけるソフトコンポーネントの全体スケジュール及び活動スケジュール（案）を

以下に示す。 

【成果１】【成果２】【成果３】に関連する活動は、「太陽光発電システム維持管理/系統

連系」専門家、「蓄電池システム維持管理」専門家、「EMS/ディーゼル発電機維持管理」専

門家の 3 名が連携して実施する。【成果４】については「太陽光発電システム/再生可能エ

ネルギー啓発」専門家を派遣する計画とする（合計 4名）。 
 

表 ソフトコンポーネント全体スケジュール（案） 

1 週目 2 週目 3 週目 4 週目 5 週目 6 週目 7 週目 8 週目 
   

 
 
 

     

   
 

     

     
 

   

 

表 ソフトコンポーネント現地活動スケジュール（案） 

【成果１：導入する太陽光発電システムの維持管理の充実】 

  Day 1 Day 2 Day 3 Day 4 Day 5 Day 6 Day 7 Day 8 

  Sun Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

AM   移動 
維持管理の事例紹

介 

維持管理実施体制

の事例紹介 

基準・ルール案の

紹介（PV) 

基準・ルールの策

定（PV)② 
休日 休日 

PM 日本発 現地着 
事例に基づいたディ

スカッション 

維持管理実施体制

の構築 

基準・ルールの策

定（PV)① 

基準・ルールの策

定（PV)③ 
休日 休日 

Day 9 Day 10 Day 11 Day 12 Day 13 Day 14 Day 15

Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

  

基準・ルール案の

紹介（蓄電池) 

基準・ルールの策

定（蓄電池)② 

基準・ルール案の

紹介（EMS) 

策定した基準・ 

ルールに基づいた

演習① 

PV パネル交換の 

手順書作成 休日 休日 

  

基準・ルールの策

定（蓄電池)① 

基準・ルールの策

定（蓄電池)③ 

基準・ルールの策

定（EMS)① 

策定した基準・ 

ルールに基づいた

演習② 

PV パネル交換の 

演習 休日 休日 

Day 16 Day 17 Day 18 Day 19 Day 20     

Mon Tue Wed Thu Fri     

  

運営維持にかかる

財務計画の事例紹

介 

財務計画の検討①

（モニタリングデータ

活用） 

維持管理マニュア

ルとしての整理 現地発 日本着     

  

発電容量及び蓄電

池の逓減にかかる

検討 

財務計画の検討②

（モニタリングデータ

活用） 

・振り返り 

・総括 移動       

 

【成果１】維持管理充実 

【成果２】不具合時自己診断 

【成果３】発電量等報告 

【成果４】環境啓発 

（マネージャー/エンジニアクラス対象） 

（オペレータークラス対象） 

（全員） 

（全員） 
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【成果２：太陽光発電システムの不具合時に自己診断、対応のできる組織の構築】 

  Day 1 Day 2 Day 3 Day 4 Day 5 Day 6 Day 7 Day 8 

  Sun Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

AM   移動 

不具合事例の紹介 不具合時の体制の

事例紹介 

不具合早期発見の

た め の 点 検 項 目

（PV)① 

不具合早期発見の

た め の 点 検 項 目

（蓄電池)① 

休日 休日 

PM 日本発 現地着 

事例に基づいたデ

ィスカッション 

対応体制の構築 不具合早期発見の

た め の 点 検 項 目

（PV)② 

不具合早期発見の

た め の 点 検 項 目

（蓄電池)② 

休日 休日 

Day 9 Day 10 Day 11 Day 12 Day 13 Day 14 Day 15

Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

  

不具合早期発見の

た め の 点 検 項 目

（EMS) 

点検の演習① 点検項目に基づい

た不具合の診断方

法の紹介① 

不具合診断方法の

策定① 

点検項目に基づい

た不具合の自己診

断演習① 

休日 休日 

  

不具合早期発見の

ための点検項目の

整理 

点検の演習② 点検項目に基づい

た不具合の診断方

法の紹介② 

不具合診断方法の

策定② 

点検項目に基づい

た不具合の自己診

断演習② 

休日 休日 

Day 16 Day 17 Day 18 Day 19 Day 20     

Mon Tue Wed Thu Fri     

  

不具合時の対応ル

ールの策定① 

不具合時対応の 

演習① 

維持管理マニュア

ルとしての整理 
現地発 日本着     

  

不具合時の対応ル

ールの策定② 

不具合時対応の 

演習② 

・振り返り 

・総括 移動       

 

【成果３：発電電力量及び日射量・気温等の気象データ等の報告制度の確立】 

  Day 1 Day 2 Day 3 Day 4 Day 5 Day 6 Day 7 Day 8 

  Sun Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

AM   移動 

EMS を活用したモ

ニタリング事例紹

介 

モニタリング実施体

制の事例紹介 

モニタリング内容の

確認 

モニタリングフォー

ムの策定① 休日 休日 

PM 日本発 現地着 
事例に基づいたデ

ィスカッション 

モニタリング体制の

構築 

モニタリングフォー

ムの紹介 

モニタリングフォー

ムの策定② 
休日 休日 

Day 9 Day 10 Day 11 Day 12 Day 13 Day 14 Day 15

Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

  

モ ニ タ リ ン グ 演 習

（PV) 

モ ニ タ リ ン グ 演 習

（ デ ィ ー ゼ ル 発 電

機) 

気象条件/需要の

変化と太陽光発電

システムに関する

モニタリング① 

気象条件/需要の

変化と太陽光発電

システムに関する

モニタリング② 

気象条件/需要の

変化と太陽光発電

システムに関する

モニタリング③ 

休日 休日 

  

モ ニ タ リ ン グ 演 習

（蓄電池) 

モ ニ タ リ ン グ 演 習

（気象データ) 

モニタリング結果の

整理/フォームへの

入力① 

モニタリング結果の

整理/フォームへの

入力② 

モニタリング結果の

整理/フォームへの

入力③ 

休日 休日 

Day 16 Day 17 Day 18 Day 19 Day 20     

Mon Tue Wed Thu Fri     

  

モニタリング内容の

報告方法策定 

財務計画の検討へ

のモニタリングデー

タ活用 

維持管理マニュア

ルとしての整理 現地発 日本着     

  

モニタリング内容の

報告演習 

財務計画の検討へ

のモニタリングデー

タ活用 

・振り返り 

・総括 移動       
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【成果４：太陽光発電システム/再生可能エネルギーにかかる環境啓発】 

  Day 1 Day 2 Day 3 Day 4 Day 5 Day 6 Day 7 Day 8 

  Sun Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

AM   移動 

地球温暖化に 関

する基礎知識① 

科学的根拠 

再生可能エネルギ

ーに関する基礎的

な知識、島嶼地域

における再エネ導

入のあり方につい

て 

太陽光発電システ

ム概要説明用パ

ネル作成① 

太陽光発電システ

ムによる温室効果

ガス削減効果の算

定① 
休日 休日 

PM 日本発 現地着 

地球温暖化の科

学的根拠に関する

広報資料作成 

再生可能エネルギ

ーと島嶼地域にお

ける再エネ導入に

関する広報資料作

成 

太陽光発電システ

ム概要説明用パ

ネル作成② 

太陽光発電システ

ムによる温室効果

ガス削減効果の算

定② 

休日 休日 

Day 9 Day 10 Day 11 Day 12 Day 13 Day 14 Day 15 

Mon Tue Wed Thu Fri Sat Sun 

  

太陽光発電システ

ムを用いた説明手

法に関する実習①

地域住民に分かり

やすく説明できる

スキルの指導 

啓発イベント準備

① 

啓発イベント開催 啓発イベント参加

者からのコメント

のとりまとめ 

広報資料への追

記/修正 

現地発 日本着 

  

太陽光発電システ

ムを用いた説明手

法に関する実習②

プレゼンテーション

リハーサル 

啓発イベント準備

② 

啓発イベント開催 受講者からの発表 

・振り返り 

・総括 

移動   

 

4.3. 「マ」国側成果品 

「マ」国側の成果品は、「太陽光発電システム維持管理マニュアル」であり、以下の内容

を含むこととする。 

 PV システムに関する点検・保守計画、不具合箇所の早期発見および対処方法について

の基準・ルール 

 PV システムや機器の不具合発生時における系統連系側の対応の基準・ルール案 

 蓄電池システムに関する点検・保守計画、不具合箇所の早期発見および対処方法につ

いての基準・ルール 

 蓄電池システムや機器の不具合発生時の対応の基準・ルール 

 計測された発電電力量及び日射量・気温等のデータの処理方法及びそれを維持管理に

活用するための取り扱い手順書 

 モニタリング結果の報告フォーマット 

 再生可能エネルギーに関する基礎的な情報や本プロジェクトを紹介する広報資料 

 太陽光発電システム概要説明パネル 
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4.4. 実施リソース 

本ソフトコンポーネントに投入する実施リソースを下表に示す。ターゲットグループは、

KAJUR、MEC、MRD である。 

表 実施リソース 

「マ」国側 日本側 

ターゲットグループ： 

KAJUR：10 名 

（マネージャー×1、エンジニア×1、

ラインマン×2、メカニシャン×2、 

オペレーター×4） 

MEC：5 名 

MRD：1 名 

合計：16 名 

専門家： 

太陽光発電システム維持管理/系統連系：

1.01MM 

蓄電池システム維持管理：1.01MM 

EMS/ディーゼル発電機維持管理：1.76MM 

太陽光発電システム/再生可能エネルギー啓

発：1.01MM 

 

表 ソフトコンポーネント要員計画 

要員 格付 業務内容 
国内 

Ｍ/Ｍ

現地 

Ｍ/Ｍ 

合計 

Ｍ/Ｍ 

渡航

回数

PV システム 

維持管理/ 

系統連系 

3 号 

不具合対処事例等資料収集、基準・ルール案作成 0.25 0.25 

1 現地でのソフトコンポーネントに関する技術支援 0.66 0.66 

報告書作成 0.10 0.10 

小計     0.35 0.66 1.01 1 

蓄電池システム 

維持管理 
3 号 

不具合対処事例等資料収集、基準・ルール案作成 0.25 0.25 

1 現地でのソフトコンポーネントに関する技術支援 0.66 0.66 

報告書作成 0.10 0.10 

小計     0.35 0.66 1.01 1 

EMS/ディーゼル 

発電機維持管理 
3 号 

不具合対処事例等資料収集、手順書案作成 0.25 0.25 

1 

現地でのソフトコンポーネントに関する技術支援 0.66 0.66 

国内からの太陽光発電システムのモニタリング/

技術支援 
0.75  0.75 

報告書作成 0.10 0.10 

小計     1.35 0.66 1.76 1 

太陽光発電 

システム/ 

再生可能 

エネルギー 

啓発 

3 号 

資料収集、広報資料案作成 0.25 
 

0.25 

1 現地でのソフトコンポーネントに関する技術支援 0.50 0.50 

報告書作成 0.10 
 

0.10 

小計     0.35 0.50 0.85 1 

合計     2.15 2.48 4.63 4 
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5. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

5.1. 本邦コンサルタントの派遣 

「マ」国では、太陽光発電システムの導入経験が少なく当該分野における専門家を現地で

採用することは難しいことから、本邦コンサルタントを前提とした計画とする。なお、

専門家は、以下の分野の実績および能力を有する人材が適切である。 

表 専門家に求められる実績および能力 

担 当 名 分 野 実 績 能 力 

太陽光発電システム維持管理/ 

系統連系 

太陽光発電システム、 

系統連系システム 

過去に類似

の研修 

英語でコミ

ュニケーシ

ョンが可能

蓄電池システム維持管理 蓄電池システム 

EMS/ディーゼル発電機維持管理 

電力・気象等の情報システ

ムおよびデータ処理、ディ

ーゼル発電機 

太陽光発電システム/ 

再生可能エネルギー啓発 
再生可能エネルギー教育 

 

5.2. 専門家選定方法 

受注コンサルタント会社において、本邦または海外における太陽光発電システム、蓄電

池システム及びディーゼル発電機の運用経験を有する者を研修指導員として選定する。 
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6. ソフトコンポーネントの実施工程 

本ソフトコンポーネントの実施工程を以下に示す。 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

国内準備作業     

PV システム維持管理/ 
系統連系 

    

蓄電池システム維持管理     

EMS/ディーゼル発電機
維持管理 

    

国内からの 
モニタリング/技術支援 

    

太陽光発電システム/ 
再生可能エネルギー啓
発 

  
 
 

  

国内とりまとめ作業     

図 実施工程 

 

7. ソフトコンポーネントの成果品 

本ソフトコンポーネントの成果品を以下に示す。施主に対しては英語版の Final Report

にて、また JICA に対しては Final Report を添付したソフトコンポーネント完了報告書

にて報告を行う。 

0.25 人月 

0.１人月 

0.75 人月 

0.66 人月 

0.66 人月 

0.50 人月 

0.66 人月 
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表 成果品一覧 

 

１． Final Report (英語、施主に提出) 

① Plan and Implementation of Activities 
② Plan and Accomplishment of Outputs/goals 
③ Factors that have affected the correct accomplishment of goals 
④ Problems regarding the development of the project and recommendations for 

the sustainability of the outputs 

⑤ Other materials, such as manuals, etc. 
 

２． 完了報告書（日本語、JICA に提出、ソフトコンポーネント完了報告書記載要領

に示された様式にて） 

① 案件概要 （案件名、E/N 締結日、E/N 限度額、コンサルタント契約額） 

② ソフトコンポーネント概要（経費、背景、計画した目標、計画した成果 計画し

た活動内容、従事者、先方参加者、実施機関（時期及び M/M）、活動実績、成果

の達成状況） 

③ 効果を持続・発展させ、目標を達成するための今後の課題・提言等 

④ 添付書類（ソフトコンポーネント実施スケジュール、ソフトコンポーネント従

事者履歴書、先方参加者リスト、トレーニング出席簿、成果物リスト） 

⑤ 別添資料集（成果品（施主への完了報告書、作成したマニュアル類、使用した

テキスト、理解度テスト結果等）、その他広報用に作成した映像、写真、新聞記

事等） 

 

8. ソフトコンポーネントの概略事業費 

本ソフトコンポーネントの概略事業費は以下の通り。 

表 概略事業費 

項 目 金額(千円) 

直接人件費 4,213

直接経費 1,747

間接費 8,764

合 計 14,724

なお、現地再委託費は無い。 

9. 相手国実施機関の責務 

無償資金協力で導入される機材が有効に継続的に活用されるために、本案件の実施機関

である KAJUR は、以下に示す内容を実施する必要がある。 

 ソフトコンポーネントにて作成したマニュアル類を必要に応じて改定していくこと 

 太陽光発電システムを継続的に活用するための人材育成の継続的に取り組む 

 研修内容に基づき、不具合が生じた際の対応を図ること 
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